
 
 
 
 
 

 
２００１年７月２０日（金）、東京国際フォーラムガラス棟４０９会議室にて、SGRA 第４回研究会
「ＩＴ教育革命：ＩＴは教育をどう変えるか」が開催されました。今回は、（財）鹿島学術振興財団
と（財）東京国際交流財団から助成をいただき、休日（海の日）の午後を使って、シンポジウム形
式で行いました。９名の発表者からＩＴを利用した教育現場の最新動向の紹介があり、８０名を越
す参加者は、教育におけるＩＴの可能性と問題点を考えました。 
 
最初に、NECの eラーニング事業部の臼井建彦氏が、社員教育における eラーニングの実例を紹介
しながら、「いつでも・どこでも」の利便性、社員全員への一斉教育が可能、コスト削減など、その
利点をわかりやすく説明してくださいました。また、e ラーニングは、まだ始まったばかりだが、
今後急速に発展するのだろうと予測されました。 
 
次に、鹿島ＩＴソリューション部の西野篤夫氏より、マサチューセッツ工科大学（MIT）のＩＴ教
育戦略についてお話いただきました。時代の先駆者を自認する MITでは、ＩＴが高等教育に及ぼす
インパクトに注目、「教育はビジネス」という考え方に基づき、遠隔教育による講義配信、マルチメ
ディアを利用した教材製作、教育支援システムの開発などが、全学プロジェクトとして推進されて
いる様子をご紹介いただきました。 
 
在日の SGRA 研究員４名は、自分自身が携わっているＩＴを利用した教育について発表しました。
ブラホ・コストブ氏（都立科学技術大学博士課程）は、同学とスタンフォード大学で行っている協
調機械設計授業（紙で自転車を作る・縦列駐車の支援システムの開発）の紹介をしました。フェル
ディナンド・マキト氏（テンプル大学ジャパン講師）は、自分自身が行っているオンライン教育の
体験をもとに、１と０の概念を用いながら、私達の身近なデジタル・ディバイドの克服方法をわか
りやすく話しました。ヨサファット・スリスマンティオ氏（千葉大学博士課程）は、インドネシア
の状況を紹介した後、自分自身が行っているバンドン大学へのオンライン授業の体験から、今後の
様々な課題を指摘しました。蒋恵玲さん（横浜国立大学博士課程）は、上海交通大学の遠程教育セ
ンターで、どんどん進められている市内アクセスポイントを使ったオンライン教育を紹介しました。
 
休憩の後、台北から来てくださった台湾国立中央大学の楊接期氏から、国家からの支援を受けて進
めているバーチャル教育都市「Educities」の紹介がありました。３０個ものサブ・プロジェクトか
らなり、５０名を超える共同研究という大規模な計画ですが、時間が足りなくて全体像をご紹介い
ただけなかったのが残念でした。ソウルから来てくださった韓国通信政策研究院の李來賛氏は、ブ
ロードバンドとワイヤレス・インターネット（携帯電話など）の発展を分析した後、デジタル・デ
ィバイド克服のために政策が大事だということを説明しました。 
 
最後に、慶應義塾理事の斎藤信男教授から、ＩＴは教育にも変化をもたらす事ができるであろうか
というお話がありました。ＩＴの適用によって①教育の生産性が向上するか②新しい教育方法・活
動が実施できるか、ということを考えました。そして、慶應義塾大学がアジアの大学と始めた国際
的教育への取り組みを紹介し、今や教育の大競争時代に突入していると結論づけられました。そし
て、私達はＩＴの可能性を信じ、ＩＴが真に人類にとって有効に働けるように努力していきましょ
うと宣言されました。 
 
短い休憩の後、施建明さん（東京理科大学助手）の進行で、９名の講師のパネル・ディスカッショ
ンを行いました。フロアーからだされた質問に、講師の皆さんは丁寧にお答えいただきました。酷
暑の中で、午後１時より開催された SGRA の初めてのシンポジウムは、午後６時半、予定通り、盛
会の内に終了しました。 



ＳＧＲＡ「関口グローバル研究会」第４回研究会（シンポジウム） 

 
「ＩＴ教育革命：ＩＴは教育をどう変えるか」 

 
日 時：２００１年７月２０日（金）午後１時から６時半まで 

場 所：東京フォーラム ガラス棟Ｇ４０９会議室 
 
 

プログラム 
 
 

挨拶：SGRA代表 今西淳子 
 

ゲスト講演：e-ラーニングの現状 
ＮＥＣ ｅラーニング事業部統括 臼井建彦 

 
ゲスト講演：マサチューセッツ工科大学のＩＴ教育戦略 
鹿島ＩＴソリューション部グループ長・SGRA会員 西野篤夫 

 
事例報告：スタンフォード大学とのネットワーク－協調機械設計授業の紹介－ 

SGRA研究員・都立科学技術大学博士課程 ブラホ・コストブ 
 

事例報告：オンライン授業の試み「デジタル・ディバイド反対」宣言 
SGRA研究員・テンプル大学ジャパン客員講師 フェルディナンド・マキト 

 
事例報告：バンドン工科大学へのオンライン講義 

SGRA研究員・千葉大学博士課程 ヨサファット・スリスマンティオ 
 

事例報告：成人教育の新しい形－上海交通大学遠程教育中心の試み－ 
SGRA研究員・横浜国立大学博士課程 蒋 恵玲 

 
在外研究員報告：台湾のバーチャル教育都市：Educities 
Active Social learning model: theories and applications 

SGRA研究員・台湾国立中央大学 Assistant Professor 楊 接期 
 

在外研究員報告：情報化と政策 
韓国通信政策研究院専任研究員 李 來賛 

 
ゲスト講演：ＩＴは教育を変えられるか 
慶應義塾常任理事 斎藤信男 

 
パネルディスカッション（フロアーとの質疑応答） 
進行：SGRA研究員・東京理科大助手 施 建明 

パネリスト： 発表者全員 
 
講師略歴 

 
アンケート「研究会に対するフィードバック」 

 
司会：SGRA運営委員長 嶋津忠廣 



 

ｅ‐ラーニングの現状 

 

ＮＥＣ eラーニング事業部統括 

臼井 建彦 
 

１．ｅ‐ラーニングとは 

e－ラーニングとはネットワークを通じて、学習

者が教育内容（コンテンツ）を学んだり、テストを

受けたり、Ｑ＆Ａを行ったりすることです。これは

正にインターネット、企業の中ではイントラネット

と呼ばれるネットワークをうまく使って、既存の教

育システムを変革している事例です。 

 

まず、ｅ－ラーニングの位置づけを確認しておき

ます。ｅ－ラーニングの位置をグラフ横軸の「場所・

時間の自由度」と縦軸の「学習進度の自由度」で見

ます。集合教育では皆さん方の学習進度は私（講師）

のペースで進んでいます。私は、与えられた講演時

間が 30 分のため、今かなりスピードアップして話

しています。皆さんは私のペースで聞かざるを得な

いのです。これが、学習進度の自由度がないという

ことで、集合教育の一般的な欠点です。 

 それに対し、ｅ－ラーニングの学習進度は非常に

自由度が高く、自分が好きな時に、学習したり、復

習したりして学習を進めることができます。そして、

「場所・時間の自由度」というのは、インターネッ

トを使うことによって自分の家やひょっとしたら移

動中でも学習ができます。こうした特徴がこの e－

ラーニングにあり、企業ではこうした技術を取り入

れることで、集合教育を一部個学習の世界へ移行し

ている現状があります。当社もすでに、いろいろな

ケースでこの教育形態を採用しています。 

 

２．ｅ‐ラーニングの導入効果 

 

では、ｅ－ラーニングにはどんなメリットがある

でしょうか。「いつでもどこでも自分のペースで学べ

る」ことがまず挙げられますが、他に「学習時間の

短縮」ができます。例えば、企業の中ではＩＴの技

術としてエクセルやワードを必ず学びますが、これ

らの入門編の講義は通常最低６時間かかります。こ

れらをｅ－ラーニングで行った場合は、約半分の時

間で終了します。このような効果が出る理由は、冗
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長度がないからです。集合教育の特徴は、講師のキ

ャラクターが出る冗長性にありますが、それがカッ

トオフされ、骨子（エッセンス）だけを教えること

になります。その結果、学習時間短縮ができている

のです。これには分かればよいのではないかという

議論と、おもしろくないではないかという議論の両

方があります。 

 それから、「自分の理解度を的確に把握できる」、

「受講機会が拡大できる」などのメリットもありま

す。一方、運用側にとっては、教室や講師を抱える

必要がなくなるため「教育費用の低減」、きめ細かな

テストの実施による「受講者の進捗管理、理解度の

把握」などができることが非常に大きなポイントで

す。集合教育ですと、講師は受講者の反応を見なが

ら話を進めていくのですが、受講者の理解度は正確

には把握できないのです。（受講者の反応と理解度は

別のものです） 

 

いろいろな企業で、実際にｅ－ラーニングで学ん

でいる人々にアンケートをさせていただきました。

「細切れの時間が学習に活用できる」という意見が

多く出ています。当社の利用者は、１日平均で１.

３回学習し、学習時間は、１回あたり平均で二十数

分です。時間帯は、昼休みに学習している人／朝早

く学習する人／夜遅くする人もいます。ログ情報を

見ると細切れの時間で学習をしていることが明確に

分かります。それから、「理解度は思ったより高い」

など、いろいろな受講者の声がありますが、欠点も

あります。一番の欠点は「目が疲れる」で、ブラウ

ン管や液晶で細かい字を見るのは、やはりつらいと

いう意見が多いです。それから、「操作がよく分から

ない」という意見も多く出されます。 

 一方、主催者側へのアンケート結果はどうでしょ

うか。一番大きなポイントは、「今までできない教育

が可能になった」ことです。これは、全社員一斉教

育のことで、当社でも先日、社員３万 6000 人に対

してセキュリティの一斉教育を行いました。「変なメ

ールを受け取らないようにしましょう」、「必ずウィ

ルスチェッカーを働かせましょう」、このような教育

を全員にするのです。全員にしないと、セキュリテ

ィホールという小さな穴が開いて、そこからウィル

スに進入されたり、ハッカーに破られたりします。

同じ内容を集合教育で行えば、３０人クラスでなん

と１２００回も教育しなければならない計算になり

ますが、これは不可能です。また「受講者アンケー

トの回収が１００％できた。」これは主催者側にとっ

ては非常にありがたいことです。受講者はアンケー

トをなかなか出してくれなくて、参加者の意見をと

るのが難しいのですが、ｅ－ラーニングでは学習の

最後にアンケートを置いておき、これに答えないと

コースが修了しないという形にしておけば、１０

０％回収できるわけです。 

 

３．e-ラーニング市場 

 

ｅ－ラーニングの導入比率の現状を紹介しましょ

うん
これなら
分かるぞ

n ｅ－ラーニング利用の利点
◎受講者にとっては
nいつでも・どこでも学べる
n自分のペースで学習できる
n学習時間の短縮ができる
n学習理解度を把握しやすい
n受講機会の拡大
n質問等出しやすい
◎教育主催者にとっては
n教育費用の低減ができる
n全体理解度の向上が得られる
n教育リソースの整備・維持が不要
n教育運用が非常に簡素化できる
n受講者の進捗管理・理解度が把握できる
n短期間に大人数に均質な教育を提供できる
n受講成果・教材の評価がしやすい

ｅ－ラーニングの導入効果
集合研修の
課題の解決！！

教育主催者

受講者

管理が容易
なのはあり
がたい

ｅ－ラーニングのアンケート結果
n 受講者アンケートの声

l 思ったより細切れの時間が学習時間として利用できた
l 学習時間の割には理解度は思ったより高いことがテストで確認できた
l テストで不明ポイントが明確になるのはよい
l 理解していると思われるところはテストを受けることで学習をパスできる
l 自己のペースで学べるのはよい
l 目が疲れる
l 操作が良くわからないことがある

l 内容が面白くない

n 主催者側のアンケートの声
l 進捗情報がリアルタイムに把握できることはすばらしい
l 今までできない研修（全社員一斉教育）が可能になった
l テストを細かく分析することで教材の欠点が把握でき改善可能である
l 教育運用（申込受付／受講案内発行／教材保守等）が非常に容易になった
l 受講者アンケートの回収が１００％できた
l 受講者の利用環境が異なるので、接続時のトラブル・質問対応が大変だった



う。２０００年１２月に、小企業から大企業までの

個人にＥメールで出したアンケート結果です。自己

負担での自己啓発は、圧倒的に書籍・ビデオ等が多

く８０％に近い値です。ＷＢＴ（Web Based 

Training）がｅ－ラーニングを示しますが、自己負

担で３％、会社負担で 1.6％と、まだ普及に拍車が

かかっていない、ちょうど今導入を始めたところだ

というのが企業での現状です。大企業もかなり入っ

ていますが、テスト的に入れているのが一般的です。 

 

これは、企業側が答えたアンケート結果です。受

講日数の質問に対し、ｅ－ラーニングは全体平均で

０.２人日です。これは先程のデータをそのまま裏づ

けており、普及がまだ、進んでいないのが現状です。 

 

米国の教育形態はどんな変遷をしていくか、ＩＤ

Ｃ調査会社のレポートで見てみましょう。集合教育

は、減りはしませんが、わずか年率０.１％ぐらいの

伸び、ＣＤ－ＲＯＭでの学習（ＣＢＴ）は、年率２

１.２％ぐらい伸びていく、それにもまして４７％と

伸びるものはｅ－ラーニングだと予測しています。

現実に米国の大学では、ｅ－ラーニングを使って一

般的なレクチャーを行うという形も取っており、単

位もそれで得られるという大学もあります。 

 

矢野経済研究所が、日本におけるｅ－ラーニング

の成長予測をしていますが、これもグラフのように

非常に高い伸び率を予測しています。 

 

ｅ－ラーニングは、５年後はどのようになってい

るかというアンケートを企業に行った結果を示して

います。現在ｅ－ラーニングは、５６％の企業が導

入しておらず、３０％が試験的な導入をしています。

それが５年後になると、導入していないユーザーは

２％ぐらいになるのではないかという予測がされて

います。 

　　　　　教育形態の現状

学習方式 自己負担 比率 会社負担 比率

書籍・ビデオ等 133 78.7% 112 23.0%

集合教育受講 4 2.4% 193 39.5%

通学による受講 4 2.4% 8 1.6%

ＣＢＴ 2 1.2% 21 4.3%

ＷＢＴ 5 3.0% 8 1.6%

通信教育受講 12 7.1% 27 5.5%

ＯＪＴ 1 0.6% 48 9.8%

勉強会・ゼミ 8 4.7% 71 14.5%

合計 169 488

ＣＡＩＴ（中央情報教育研究所）の２０００年１２月のアンケート個人調査による

ｅ－ラーニングの受講日数実績

回答
社数
受講
日数

集合
教育 ＣＢＴ

ｅ－ラー
ニング
その
他

回答全体 462 4.7 3.2 0.9 0.2 0.3

公的機関 25 3.9 2.0 1.7 0.0 0.2

ベンダー企業 143 8.2 5.6 1.7 0.5 0.3

ユーザー企業 294 3.1 2.2 0.5 0.1 0.3

n 受講形態区分によるｅ－ラーニング実績は少ない
　　企業にアンケートした結果を示す（１９９９年度の受講実績）

ＣＡＩＴ（中央情報教育研究所）の２０００年１２月のアンケート調査による

米国におけるｅ－ラーニングの成長は？
（教育形態別売上の予測）
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 このように、非常に高い普及率になっていくでし

ょうが、現状はそれほどでもないことと合わせると

関心は、e－ラーニングがどこでブレークスルーする

かです。皆さんご存知のように携帯電話があるタイ

ミングで急速に普及しました。このタイミングをク

リティカルマスといいます。要するに、だれかが持

っていると私も欲しくなるというようにいきなり普

及度が跳ね上がる。それがくるのを期待しているの

ですが、残念ながら現在はまだ、その時でない。今

はじわっと浸透している段階で、ちょうどクリティ

カルマスが始まる少し前だろうと考えます。 

 

４．e-ラーニングの導入実態 

 

それでは、ｅ－ラーニングの導入実態を紹介して

いきましょう。企業の中にサーバーを置き、イント

ラネットと呼ばれるネットワークを使って、社員や

職員が教育を受講する。このスタイルが、現在、企

業の導入事例として９割を占めています。回線を外

に出していないのは、「セキュリティの問題」と「回

線スピード」の問題があるからです。セキュリティ

については、回線を外部に出せば、種々の攻撃を受

ける可能性が高く危険なので、イントラネットで運

用していこうというユーザーが多いのです。 

 あとは、インターネットにするとスピードが大き

な問題になってきます。今、家庭内のインターネッ

トで利用される回線スピードは５６ＫＢＰＳぐらい

です。最近、ようやく１・５ＭＢＰＳなどのＡＤＳ

Ｌという高速回線が広がり始めています。１．５メ

ガのスピードが出れば普通に動画が送れますが、今

はそうではありません。したがって、特定のベンダ

ーにサーバを置いておき、その中の教材を会社のＰ

Ｃからインターネットを介して取り出すという形態

は、現在、非常に少ないのですが、今後インターネ

ット回線のスピードが上がり、セキュリティレベル

も上がるので、このスタイルが増えていくでしょう。

つまり、ＮＥＣのようなベンダーに教育運用を全部

委託してしまうアウトソーシングというスタイルが

拡大していくだろうと思われます。なぜ運用を委託

しなければいけないか？それは社内にサーバーを置

くと、いつでもどこでも学習できるようにするため

には土日も含め 24 時間の稼動が必要になり、その

ため人の配備が大きな課題になってきます。それを

専門業者にアウトソースすれば、運用が一切不要に

なるということで、こういうスタイルも出始めたと

ころです。 

 

ｅ－ラーニングで学ぶコンテンツと呼ばれる教

材には、ＮＥＣ、富士通、日立、ＩＢＭなどいろい

ろなベンダーが提供するものを購入して利用するケ

ースと、自社で自主製作という二つのケースがあり

ます。教材の格納媒体はサーバーの中にコンテンツ

を入れておいてネットワークを介して学習させるの

が、主催者側からみると一番よいのですが、学習が

終わると学習者の手元に何も残らない、言い換えれ

ば、学習後の参照ができないという落とし穴、大き

ｅ－ラーニングへの期待はその普及は？

n企業の教育実施形態の変遷予測

1995 2000 2005 2010

市場規模

揺
籃
期

導
入
期

普
及
期

拡
大
期

さて今は？期

56 29 .1

20 .5 34.2 26 .5 6.8

8.5

9.8

2.1

4.3

1.3 0.9

0 % 10% 20% 30% 40% 50% 6 0 % 70% 80% 9 0 % 100%

現在

５年後予測 0%

１０％未満

２０％未満

５０％未満

５０％以上

無回答

日本能率協会「人材開発戦略」に関するアンケート調査（２０００／１２）

上記のように現在１０％未満の普及率が
５年後には未導入の予測が２．１％という
数値になっている。いま、まさに導入期で
あり、試行ユーザが多くなってきている。

ｅ－ラーニングの導入実態
１．教育システムの運用形態
① 自社内に教育運用のサーバを設置し、ｅ－ラーニング教育環境を構築し、システム
運用は自社で行うタイプ。
② 教育運用を、アウトソーシングする。（ＡＳＰサービスを利用し、教育運用システムを社
外で運用委託するタイプ）

②アウトソーシング

Ａ社：学習環境構築

社員・職員

教育受講

自社内運用①

教育運用

社員・職員

ＮＥＣ　e -ラーニング事業部

教育受講

Ａ社：

インターネット



な欠陥があることに気付きました。この対応策とし

て、学習３か月後も教材をサーバー経由で参照でき

るようにしました。他に、ネットワークのスピード

から格納媒体にＣＤ－ＲＯＭを活用することや、紙

で学習して、テストだけをネットワークでというお

客様もおられます。 

 

ｅ－ラーニングを用いた学習形態は、様々な形態

があり、応用されています。 

 一つは、電子テキストによる学習です。誰かが「ｅ

－リーディングだ」と悪態をついたこともあります

が、つまり、教材として読むべきテキストを羅列し、

それを読んで学習するわけです。これだと紙の方が

種々の意味で便利でこのｅ－リーディングは、最近

では淘汰され始めました。 

 講師のナレーションや映像付きの学習もあります。

学習画面のウインドウを複数に切り、１つのウイン

ドウで講師が話し、別のウインドウで講師の話す内

容がパワーポイントで示されるというスタイルもす

でにできています。 

 「問題ドリブン型の学習」と勝手な名前を付けて

いますが、これはテキストを読んでから問題を解く

のとは逆の発想で、まず問題を解きなさい、わから

なければテキストを開いて学習しなさい、学習した

らもう１回問題を解きなさい、という順に進めます。

問題を解ければ、判っているのですから学習する必

要はないのです。このような考え方の学習方法も取

り入れられています。 

 それから、シミュレーションを導入した学習です。

この世界は非常に広がっています。この前、自衛隊

で講演をしましたが、フライトシミュレーターゲー

ムのもっと高度になったものが、現実にアメリカの

軍隊で使われていますといった内容を紹介しました。

シミュレーションの利用は非常に有効で、現実には

できない状況を実現させ、そういう場面でどう対応

するかといったものを学習させていきます。 

 実操作を導入した学習、これは、例えばエクセル

の学習のなかでエクセルを起動しながらどうなりま

すかという問いかけをしていくものです。 

 最近、同期型の学習が注目を集めています。つま

り、講師が話す同時間帯に受講者がパソコンの前に

いる学習です。ですから、この場合、e－ラーニング

の「いつでも」という特徴はなくなります。インス

トラクションでは、講師のノンバーバルな表現、つ

まり、非言語系の態度や表情、声の調子が重要なポ

イントだといわれていますが、同期型だとそれが伝

えられます。 

 ハイブリッド型、これは集合教育とｅ－ラーニン

グを効果的に組み合わせるものです。あとで事例を

紹介します。 

 以上のように多種多様な形態が現在試行されてい

ます。何をどう使えばよいのか、ちょうど今企業の

中でも教育担当者は迷っている段階なのです。 

ｅ－ラーニングの課題としては、受講時間・場所

の拡大、ネットワークのスピードの向上、同期型の

ｅ－ラーニング、コンテンツの品質向上などが挙げ

られます。 

２．コンテンツの種類とその調達
　　ｅ－ラーニングに乗せるコンテンツは以下の分類に準じ調達するケースが多い。
　　　①自主製作する（製作作業は外注化も含む）

　　　　　・各種制度や事務手続
　　　　　・新商品などの商品知識・販売知識／導入機器の操作技術
　　　　　・業務ナレッジ（ナレッジの切り出しとその共有化）

　　　　　・新入社員（中途採用含む）向けビジネスリテラシィ（マナー，ＰＣ等）
　　　②ベンダー提供のものを購入する

　　　　　・ＩＴ知識・技術／・業種・業務基本知識／・ヒューマンスキル
　　　　　・資格取得／・基本ビジネススキル等

３．コンテンツの媒体による分類
　　コンテンツの媒体としてネットワーク型（バッチ／リアルタイム）／ＣＤ－ＲＯＭ型／紙
　型等がある。ただし、テストはすべてネットワーク経由である。
　　　　　　

コンテンツの導入実態

媒体 ｱｸｾｽの自由度 ｺﾝﾃﾝﾂﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ度更新の自由度学習後の参照
ネットワーク ○ △ ◎ ×or○
ＣＤ－ＲＯＭ △ ◎ × ○
紙 ◎ × × ◎

４．さまざまなｅ－ラーニングを使った学習形態が存在し、応用されている
　・電子テキストでの学習
　・講師のナレーションや映像付きの学習

　・問題ドリブン型の学習

　　　課題を与え、回答できれば次へ出来なければ解説を示すといった手法

　・シミュレーションを導入した学習

　　　疑似体験を行うことで現実には現れない種々のトラブル対応を経験できる

　・実操作を導入した学習

　　　課題を与え、当該ソフトを起動して結果を求める

　・同期型の学習

　　　リアルタイムで講師の話しを聞いたり、意見交換をしたりする

　・ハイブリッド型の学習

　　　集合教育とｅ－ラーニングを効果的に組み合わせる

　・電子会議などを利用した協創型の学習

　　　メンバの意見／アイデア／希望等をツールを使って交換し、新しいアイデアや

　　　ソリューションを作り出す

ｅ－ラーニングの導入実態



 

５．e-ラーニングの導入事例 

 

それでは、ＮＥＣの管理者一斉教育の実例を紹介

しましょう。 

 当社の人事部から、人事制度が変わったことをマ

ネージャー全員に伝えたいと、依頼がありました。

１か月で１２０００人に一斉教育を行いたいという

ことです。そこで、テキストを作って、１２０００

人に対応する環境をサーバーの中に入れて運用し始

めました。人事部は、進捗管理をきっちり行い、全

員修了を望みました。どうしたかというと、受講者

の進捗報告をすることにしました。始まって２週間

目でレポートを出し、部門長に部門の進捗率が何％

かを報告したのです。管理者は、進捗率を教えられ

て、他部門より自部門が低いとなると、部下にはっ

ぱをかけるわけです。１週間前になると、未着手の

人、完了した人、まだ途中の人（進捗パーセンテー

ジ）を報告したのです。進捗は個人名で判りますの

で、未着手や未終了な人たちに部門長は催促を行い

結果、修了率は９８％となりました。集合教育で同

じ教育を行った場合、お客から携帯で呼び出しがか

ったなどいろいろな事故が生じて、必ず途中で抜け、

出席率はよくて７０％ぐらいです。この事例は進捗

率をうまく管理したという典型例で、これは今まで

できなかったことです。 

 

次はハイブリッド型の例です。ある企業でマネー

ジャーになるための階層別教育（以前は４日間缶詰

での集合教育）の期間短縮を図る目的で、集合教育

と e－ラーニングのハイブリッドスタイルを採用し

ました。この会社では、期間短縮を行うために事前

教育をｅ－ラーニングで行いました。すると、e－ラ

ーニングでテストをすることによって、受講者の弱

点ポイントが分かるおまけが付きました。受講者の

分からないところが把握できましたから、それを集

合教育で補完して、理解度を高めたのです。また、

集合教育の大きな欠点である受講者のレベル差の調

整を行えました。事前教育（ e－ラーニング）修了し

ないと集合教育を受けられないことにしておくと、

受講者は一生懸命学び、そのレベルが揃います。こ

のように、ｅ－ラーニングを集合教育の前につける、

あるいは後につける、若しくは交互に行うようなハ

イブリッド型も、企業の中では利用価値があるので

はないかと思います。 

 

ｅ－ラーニングの課題
n 受講時間・場所の拡大

l 社員・職員の一般の学習時間のアンケートを以下に示す。

n ネットワークのスピードの向上
n 同期型ｅ－ラーニングの提供
n コンテンツの品質向上（シミュレーション機能などの標準装備）
n 教育コンテンツの選択範囲の拡充

l 現行ではＩＴ教育中心であるが、ヒューマンスキル系など拡充の要望は多い。
n メンターのサポート力の向上

l 現行では質問対応くらいがサービス範囲であるが、まず、応答時間を短縮することまた、
進捗管理やスキルナビゲーションなどサポート範囲の拡大。

49%

18%

20%

13%

時間内

時間外

休日

移動・通勤

左記によると休日（自宅が多い）や
移動中の学習時間が結構多い。し
たがって、今後の課題としては２４
時間サポート・インターネット接続
が課題である

ＣＡＩＴ（中央情報教育研究所）の２０００年１２月のアンケート調査による

　　事例：ＮＥＣ管理者一斉教育

通知,学習,テスト,Ｑ&Ａ,督促通知,学習,テスト,Ｑ&Ａ,督促

人事部

部門・拠点の
育成責任者

進捗成績
管理

・管理者へ新人事制度を徹底したい
・１ヶ月で全員（12000人）に一斉教育を行ないたい
・教育の木目細かな進捗管理で全員修了を狙いたい

部門

支社・支店
海外拠点

・全体進捗把握
・受講促進
・広報

報告

進捗・成績

Ｅラーニング事業部

・システム運用
・コンテンツ製作

依頼

運用・ヘルプデスクイントラネット

修了率
９８％

育成ニーズ

事例：集合教育との併用

Ｃ社社内サーバ：

医薬品メーカ
Ｃ社人事部：
進捗管理等

イントラネット

・階層別教育の受講者のレベルを揃えたい
・教育の期間短縮を行いコスト削減したい
・受講者の弱点ポイントを事前把握し、そこを強化したい

事前教育の提供

集合教育実施

依頼 報告

社員
e－ラーニング
システム

個人学習後
集合教育受講

Ｅラーニング事業部

システム構築
コンテンツの電子化
テストの成績集計

育成ニーズ



次は就職内定者の教育です。ある金融系の企業で

は、内定者に対してその企業の基礎知識（経済入門、

財務諸表の読み方、簿記入門）の事前教育をしたい

ということで当社に依頼がありました。教材は、自

宅で学習しますからインターネット経由としました。

また、掲示板を使って意見交換することもできるよ

うにしました。人事側としては、学習成果を確認し

たいといった要望も充足できます。 

 

また、チェーンストア向けの教育、いわゆる、フ

ランチャイズ店の店長や社員に教育をする。この場

合にもインターネットを使った e－ラーニングで要

望を充足しました。 

 

それから、ある研修会社での集合教育を代替する

ために e－ラーニングを使う例を紹介しましょう。

この教育会社は変わっていて、有名先生のレクチャ

ー画像を流したいという要望が出てきました。イン

ターネットだったので動画像までジィ受講者に送れ

ないため、ＣＤ－ＲＯＭに動画像を格納し、サーバ

に置いたパワーポイントの画面を同期させることで、

講師画像付のｅ－ラーニングを実現しました。 

 

自治体でもＩＴ研修強化を始めました。これは提

案書で、実際には実現しておりませんが、自治体の

ＩＴ研修を e－ラーニングで行う上に、住民の生涯

学習を、家庭で実現したり、地域の大学の公開講座

も e－ラーニングで実現することができます。 

 

 以上事例を踏まえて、「ｅ－ラーニングとは」とい

う話をざっとしてまいりました。最初に戻りますが、

e－ラーニングは教育の形態の大きな改革になりま

す。皆さん方の学習にも色々インパクトがあると思

います。 

　　　事例：研修会社の教育
代替

通知,学習,テスト,Ｑ&Ａ通知,学習,テスト,Ｑ&Ａ

住宅メーカＦ社

教育ＡＳＰサービス

Ｅラーニング事業部

基本サービス
拡張サービス

ＢＩＧＬＯＢＥ

報告
進捗・成績

社員

Ｅ教育会社

人材育成部門

受講指示

教育委託

報告
進捗・成績

・育成費用の低減を図りたい
・教育はベスト講師の録画データを流したい
・学習は会社・自宅の双方から行いたい
・コースを増加させ、将来は一般消費者を狙いたい

一般ユーザ
銀行

学習,テスト,Ｑ&Ａ学習,テスト,Ｑ&Ａ

送付

自宅インターネット

育成ニーズ 

　　　事例：自治体のＩＴ研修強化

通知,学習,テスト,Ｑ&Ａ通知,学習,テスト,Ｑ&Ａ

管理者

進捗把握

・職員のＩＴリテラシィを向上させたい
・各自の希望コースを希望時期に学習スタートさせたい
・県内の多くの施設（自宅含む）で学習させたい
・オフラインでも学習したい（コンテンツダウンロード）

・全体進捗把握
・受講促進
・広報

自治体

インターネット

Ｅラーニング事業部
・コンテンツ提供
・システム構築

コンテンツ
の登録・更新

自宅

学校

システム
構築

役所・役場

育成ニーズ 

・事前に業務の共通知識教育（５科目）を与えたい
・内定者との連絡／内定者同士のコミュニケーションが行いたい
・内定者の前提知識と学習成果を確認したい
・内定者の就職意思を確認したい

事例 ：内定者向け就業前
教育

学習、ﾃｽﾄ､学習、ﾃｽﾄ､Q&AQ&A､､
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ＡＳＰサービスの提供

金融Ｄ社
人事部門

・ｺﾝﾃﾝﾂ製作
・情報の伝達
・成果確認 内定者

報告

自宅

学習
テキスト

ＦＡＱ
テスト
学習履歴
個人成績

掲示板 内定者

自宅

情報交換
Ｅラーニング事業部

依頼

インターネット

育成ニーズ 

　　　事例：チェーンストア向け教育

・チェーンストア要員向けの教育を徹底したい。
・広域分散する各店舗に対し、学習を提供したい。
・購買部門からは商品知識教育を提供したい。
・営業企画部門からは商品分析ツール活用方法教育
を提供したい。

ＡＳＰサービスの提供

学習
ＦＡＱ
テスト

学習履歴
進捗情報

Ｅラーニング事業部

掲示板
各種情報

コンテンツ
製作依頼

教育管理
情報

教育提供

チェーンストアＡ

チェーンストアＢ

チェーンストアＣ

情報提供

ツール提供

インターネット

流通業Ｅ社本部
購買部門
営業企画部門

育成ニーズ 



 

マサチューセッツ工科大学のＩＴ教育戦略 

 

鹿島建設ＩＴソリューション部エンジニアリンググループ長 

西野 篤夫 
 

 本日は、マサチューセッツ工科大学（ＭＩＴ）が、

ｅ－ラーニング時代を迎えてどのような取り組みを

しているかをご紹介したいと思います。本来ですと、

MIT のウイリアムズ先生に話していただくのが一

番適切なのですが、アメリカからお出でいただくの

も大変ですので、代わりに私が紹介させていただき

ます。 

 ＭＩＴでは、ｅ－-ラーニングに向けた取り組みが

非常に多く行われています。なぜＭＩＴでそういう

ことが行われているのかを理解いただくために、Ｍ

ＩＴとはどういうところかを最初にご紹介したいと

思います。その後で、なぜ教育革命が起こっている

のか、そして、その革命の背景になっている原動力

をご紹介します。ここは非常に議論を呼ぶところで

すが、教育革命を進めるのに新しいビジネスモデル

が必要で、ＭＩＴで実際にどういう取り組みが行わ

れているのかという話をします。最後に、実際に行

われていることのビデオをご覧いただきます。 

 

１．ＭＩＴ紹介 

 

ＭＩＴというと、アメリカのアクション映画では、

非常に頭はいいが、社会性のない、問題を起こすエ

ンジニアにＭＩＴ出身という設定がよくされます。

先週、「スペースカウボーイ」という映画を見ました

が、宇宙にあがったメンバーの生命を危機に陥れた

のもＭＩＴのエンジニアとなっていました。どうも

ＭＩＴというと社会性に乏しい人の集まりという印

象を受けるようですが、しかし、ＭＩＴは、非常に

ビジネスを一生懸命しているかと思うと、社会的に

意味のある活動もし

ているところです。

例えば、先日の朝日

新聞の「大学とビジ

ネス直結」と題した

記事の中で、ＭＩＴ

の中で会社を興すよ

うな動きがたくさん

起こっていることが

紹介されています。

その一方で、ＭＩＴ

のオープンコースウ

ェアがあります。こ

れはヒューレット・

パッカードの財団か

ら１３億円の基金を

ゲスト講演 



受けて、ＭＩＴの中で行われている教育の教材を、

一般に無料で開放するという話です。 

 

ＭＩＴのミッションが公表されています。工学系

の大学なので、テクノロジー、サイエンスをベース

にしながら、人類の知的活動をより進めていく。更

に、よい学生を教育していくことを一つの大きなミ

ッションにしています。 

 

ＭＩＴの基礎データを出してみます。六つの学部

の下に３２学科あり、これは一般的に日本の大学で

も同じですが、非常におもしろいのは、その下に研

究所が６１あります。この研究所が、学部に収まら

ない、学部横断的な活動をカバーしています。例え

ば工学とビジネス、ＩＴとヘルスサイエンスなどを

結び付ける研究をしています。企業の新しい研究の

方向として研究費が出そうになると、ＭＩＴはそう

いうところに目をつけて研究所を造って、そこにお

金を集めています。 

先生は約１，４００人、学生のティーチング・ア

シスタントが約７００人います。他に職員と呼ばれ

る人が５，０００人ぐらいいます。その中で事務職

が１，０００名強、残りは研究者です。学生数は、

学部の学生が４，３００人、大学院生が５，６００

人で、合計約１万人となっています。この中で留学

生が２５％ですから、日本の大学と比べると留学生

がかなり多くなっています。 

 

１９９９年度の収入を紹介しますが、注目すべき

点は、学費による収入はわずか１４％弱で、半分以

上は委託研究収入で賄われています。外部からの研

究で大きな収入の道を作っており、非常に業際的な

大学であるといえます。 

支出もそれに応じて、大学の運営関係は２２％ぐ

らいで、あとは研究を支えるところに大きなお金を

投資している実態が分かると思います。 

 特徴としては、学部の垣根を越える学際的な部分、

海外から学生を受け入れる国際的な部分、学外の企

業と交流を行う業際

的な部分を持った大

学であり、世の中の

新しい動きに向けて

全学の力を集結する

ところがあります。

そういうところが、

今起こりつつあるＩ

Ｔ時代の技術的革新

を受けて教育が変わ

っていくという動き

に対しても、非常に

敏感に反応するので

す。 

 

２．教育改革の原動力 

 

教育改革の原動力とはいったい何かを簡単にまと

めてみました。今は、知識が非常に価値を持つ時代

だといわれています。『知識資本主義』（アラン・バ

ートン＝ジョーンズ）という本に、これから世界が

変わっていくことが書かれていました。知識が直接

人間の賃金に跳ね返ってくる、企業の競争力に跳ね

MITのミッション

• The mission of the Massachusetts Institute of 
Technology is to advance knowledge and 
educate students in science, technology, and 
other areas of scholarship that will best serve 
the nation and the world in the 21st century. 

MIT 基礎データ 

 
•学部  建築/プランニング学部 工学部 人文科学部  

経営学部  理学部 ヘルスサイエンス学部 

•研究所等 ６１ 

•教員数（1999年 10 月末） 
教授/準教授/助教授  931 
講師/インストラクター  531 
ティーチング・アシスタント         706 

•学生数 
大学生  4,300 
大学院生         5,672 

 

MIT 基礎データ 

収入（1999 年度） 

委託研究収入
$743.3
57.7%基金等

$302.０
23.5%

学費
$176.9
13.7%

その他
$64.8
5.1%

合計　$1287.3 mil.
　　　　約1600億円

支出（1999 年度） 

委託研究
$621.1
48.7%一般管理

$290.5
22.6%

その他
$55.0
4.3%

合計　$1287.3 mil.
　　　　約1600億円

自主研究
$290.5
22.6%



返ってくる時代になってきたと思います。というこ

とで、常に学びつづけるというのが重要な時代にな

っています。 

 そうなってくると、教育がこれからの時代にます

ます重要度を増してきます。ＩＴ技術によって、教

育自体が国を越えて海外から飛んでくるような時代

です。今、日本でもそういう兆候が見られるかと思

いますが、優秀な学生は日本の大学に行かずに、直

接アメリカのｅ－ラーニングで教育を受けることが

可能な時代になっています。というわけで、国際間

の教育競争が激化する、あるいは、ＩＴが大きな変

革の担い手になるというあたりが、教育改革の原動

力になっていると思います。 

 

この絵は、昔の寺子屋の様子ですが、大学の今の

モデルも、先生方の意識が変わらずに従来型の教育

を行っているのが現状だと思います。 

それに対して、ｅ－ラーニング時代の教育モデル

は変わっていかなければならない、そして、変えて

いくためには多大な投資が必要だということに気が

つかなければいけない、というのが、ＭＩＴの主張

です。 

 

３．教育がビジネスに 

 

多大な投資をどうやって引き起こすかについて言

われているのが、教育がビジネスになるということ

です。教育をビジネスモデルに変えて、そこにお金

を呼び込もうというのがＭＩＴの姿勢です。「教育が

ビジネスに」と書いてありますが、英語のプレゼン

テーションの資料では、“Education is business”

となっています。この話をＭＩＴの方が日本の先生

の前ですると喧々愕々な議論になるところですが、

教育が非常に大きなビジネスの市場だろうというこ

とです。 

教育変革の原動力

• 国際間競争の激化
– 起業家マインドの醸成
– ITなど新しいスキルの迅速な会得
– 知識の戦略的な活用 （人材の資産化）

• 通信とコンピュータにおける技術的なブレークスルーが
生涯教育などの新しい教育パラダイムを実現

長期にわたって持続する、究極の、競争的優位は、「学習能力の差」によっても
たらされる
　–　モーリス・ホルメス（MIT Center for Innovation in Product Development ）

一般的教育モデル

. The Gakumonjo (academic institute) founded by the shogunate in the Edo period 

Japanese Education- Understanding Japan Series No. 85 – Prof. Katsuta Shuichi, University of Tokyo and Prof NakauchiToshio of 
Hitotsubashi University

教育がビジネスに

• 教育産業の規模は84兆円市場で、米国で2番目に大きな産業
（WR Hambrecht+Co）

• Pearson社とKaplan社は教育界で「ケイレツ」を構成。Pearson社は
60以上の企業に対して世界規模で投資しており、その企業価値は
2200億円を超えている

• Sylvan Educational Ventures社は500億円以上の投資を集める
• ジョン・ホプキンス大学から生まれたIntelliHealth社はAetna社、

eCornell.com社から50億円の出資を受けた。デューク大はPensare
社と提携し、Fathom社とUnext社はスタンフォード大、カーネギーメロ
ン大、コロンビア大、シカゴ大、ロンドン大経済学部他やノーベル賞受
賞者と契約して世界でも有数のMBAコースを制作している

教育ビジネスの規模
• 米国では学生数5300万人、教員数310万人、学生を擁する世帯数
• 日本は米国におけるオンライン教育の動きに追従すると予想される

– 学生数2300万人、教員数170万人、（大学生数270万人、教員数27万人）
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そういう市場に入っていくために利用する技術で

すが、すでにそれを行うための製作技術や配信技術

は整ってきています。これからは、大学のアクティ

ビティ自体がインターネットの上に載って、ウェブ

で提供されていく時代になってくるでしょう。大学

は場所に縛られていたのですが、場所の壁を破り、

いつでもどこでも世界中から学生が集まるような場

所になってきます。そのためには、コンテンツが非

常に重要になってきます。これからは教育を受ける

側がコンテンツを選ぶ時代になってきて、選ばれる

ような大学になっていかなければいけないというの

が、ＭＩＴの主張です。 

 

４．ＭＩＴの取り組み 

 

では実際に、ＭＩＴの取り組みをご紹介します。

ＭＩＴは全米でもナンバーワンに挙げられる工学系

の大学であり、研究面で非常によい経営状態にあり

ますが、これからはかなり大きな変革がきます。変

革後も、ＭＩＴが以前と同じようにナンバーワンの

位置を保つ準備のため、ＭＩＴ  Educational 

Technology Councilから答申が行われました。これ

はテクノロジー・カウンシルという学内のメンバー、

それに学外のコンサル会社の人を加えて、２年ほど

前に、ＭＩＴの将来を考えるために作られたカウン

シルです。その中で、「世界でも有数の研究開発セン

ターを作りましょう」、「ＭＩＴの中にＭＩＴの卒業

者を取り込んで生涯学習をしましょう」という二つ

の答申が出されました。 

 

その答申の中でおもしろい指摘がありました。Ｍ

ＩＴの中で自分たちのコンペティターを考えてみる

MS Exchange Collaboration サーバ

クライアント側のツール

多地点遠隔音声 /ビデオ会議のサポート

• 音声
• ビデオ
• メッセージ交換

キャンパスサービスのポータルサイト

研究一覧

教材配布

学事
カレンダー

キャンパス
センター

就職
サービス

協調作業
支援

Web
ショッピング

同窓会
サービス

アカデミック
サポート

研究一覧

教材配布

学事
カレンダー

キャンパス
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サービス

協調作業
支援

Web
ショッピング

同窓会
サービス

アカデミック
サポート

入学願書

情報システム

管理・運営

教員

学事サポート

学生生活支援

就職

同窓生

University

大学はその役割を拡大

新しい社会的ニーズへの対応

生涯学習、起業的思考

新しいテクノロジー
例：Webとその上で
提供されるサービス

大学

企業への
教育プログラム提供

同窓会サービス

新しいスタイルの
教育

新しい教育プログ
ラム

新しい
教育サービスの提供

MIT Educational Technology Councilの答申
（概要）

– 技術的な優位が教育を変革する。また、生涯を通じて様々な形での学
習が可能となることから、「学ぶこと」に対する学生の期待が変わる。

– 米国内のトップ大学の多くは、すでにこれらの変革に対応を始めている
。そしてしばしば利益を追求する企業と連携することでこれを達成しよう
としている。

– 教育界におけるリーダーシップ維持の戦略策定のために、MITではこ
の分野の様々な実験が行われている

– MITの戦略は、「新市場の開拓」を目指すのではなく、むしろ「核となる
教育体験拡大のために先進技術を活用すること」に重きを置いている

– MITは2つの重要な戦略をスタートすべきと答申：

• 世界でも有数の研究開発センターを作り、卓越した教育技術を開発
する

• MITでの学習経験者を生涯会員として取り込み、拡大された学習コミ
ュニティへと発展させる



と、今まではスタンフォードやハーバードなどの大

学だと思っていたのが、実は企業がかなりの市場を

作り始めているという指摘です。実際、大学はコン

テンツを持っていますが、商売上では企業の方が長

けており、企業のやり方を見習わなければいけない

のではないかと答申の中で強く述べられています。 

他の大学も含めていろいろな取り組みがされてお

り、ＭＩＴはそれに比べて見劣りするということも、

答申の中で述べられています。 

 

ライバルに差をつける方法として、具体的な六つ

の方法が示されました。この中で、ＭＩＴは方法を

探していこうということになっています。 

 

もう一つ、ＭＩＴの中で非常に重要だと考えられ

たのは、ｅ－ラーニングを進める上でのコンテンツ

の質です。コンテンツを作るための技術、あるいは

そのためにお金をファンディングするような視点が

重要だということで、ＭＩＴの中でそのための組織

が作られました。 

 ここで一つ紹介させていただきますが、ＭＩＴの

自前組織として「教育メディア制作センター」が学

内に作られました。ここは、コンテンツを作るスタ

ッフを４０人ぐらい集め、コンテンツ制作に特化し

て活動するところです。こういうことも戦略的に始

めています。 

 

ＭＩＴの中で答申を受けて出てきた例を、一つご

紹介しますが、システム・デザイン・アンド・マネ

ージメントというプログラムです。ＭＩＴの中には

幾つか非常に強い分野がありますが、中でもビジネ

ススクールと工学部が非常に強い分野です。その二

つがジョイントしました。ＭＩＴの卒業生を見ると、

エンジニアといっても７０％ぐらいの人が会社に入

近年米国のトップ大学は、全学をあげた
新しい方針をアナウンス

– スタンフォード大　Learning Lab

– プリンストン大　McGraw Center

– ノースウェスタン大　Institute for Learning Sciences

– スタンフォード大　工学修士プログラム

– デューク大　MBA

– Open University – U.S.

– Unext　（スタンフォード大 , シカゴ大, コロンビア大, LSE, 
カーネギーメロン大）

– Pensare (ハーバードビジネススクール , デューク大, ペン
シルバニア大ウォートン校)

– Caliber Learning (ジョージタウン大, USC,ペンシルバニ
ア大ウォートン校, ジョンホプキンス大, バブソン大)

– プリンストン大-エール大-スタンフォード大　提携
– Fathom (コロンビア大, LSE, ケンブリッジ大出版会, スミ
ソニアン協会, 大英図書館, ニューヨーク公立図書館)

– e-Cornell

– コロンビア大 Media Enterprises 

– ペンシルバニア大ウォートン校Direct

教育技術の研究

フレキシブルな学位プログラム

教育技術をビジネスとするベンチ
ャー/学外起業

オンラインプログラムでのコンソー
シアム/パートナーシップ

ライバルに差をつけるための方法

Forever-tech �最高水準の生涯教育コミュニティを既存のやり方と新しい技術を
使って作る

Global -tech �高い学力は持っているが、MITに留学できない海外の学生に
学位授与プログラムを提供する

Ed-tech �e-Learningにおける技術革新や研究を行うセンターを設置し、
世界の教育界をリードする

Venture -tech �他のトップ大学と協力し、新しいオンライン教育市場への支援
体制作りや参入を果たす

Flex-tech �4年間学内に留まって大学教育を受けることが難しい学生に
対して、フレキシブルなプログラムを提供する

Tech-tech �企業教育市場で、強力な教育サービスの提供者になる

•$•$•$•$

MITの先進的活動例

• 新しいスタイルの大学院プログラム
– システムデザイン& マネージメント(SDM) プログラム
– リーダーズフォーマニュファクチャリング (LFM) プログラム

• 新しいスタイルのITサポート組織
– 先進教育サービスセンター (CAES)
– 教育分野の先端コンピュータ活用センター (CECI)
– 教育メディア制作センター (EMCC)
– 起業家養成センター

• 教育を支援する新しいITシステム
– コース管理システムCOMMAND (1996-2000)
– COMMAND/CADDIE システム (2000-Beyond) 

(http://command. mit.edu )
– E-MIT 起業支援ホームページ

システム・デザインアンドマネージメント
(SDM) at MIT

システム・デザインアンドマネージメント
(SDM) at MIT

新しい枠組みの修士プログラム

•ビジネススクールと工学部のジョイント

•遠隔教育を活用、学生は仕事を続けながら参加



るとマネージャーをしており、マネージメントの知

識がすごく重要になっているということで、こうい

う新しいプログラムが作られました。これは将来企

業において、技術系のトップになる可能性のある中

核マネージャーに対して知識を教育する企業向けプ

ログラムです。企業の方はＭＩＴのキャンパスに来

るのは難しいので、遠隔で授業を配信し、企業にい

ながら学べるプログラムにして提供しているもので

す。 

 

それから、先程申し上げた、ＭＩＴの中でｅ－ラ

ーニングをサポートする組織も登場しています。 

 

もう一つは、産業界との接点を高めていくため、

ベンチャーキャピタリストと学内の技術を持った人

との間の橋渡しをするようなしかけを作ったり、あ

るいは、シンガポールにＭＩＴの技術移転を行うた

めのプログラムを作ったりしています。 

 

 

５．ＭＩＴの活動紹介ビデオ 

 

 ＊＊＊ＭＩＴ活動のビデオを上映＊＊＊ 

 

 今、ご覧いただいたビデオは多分にプロモーショ

ン的なところがあり、すべて行われている実働レベ

ルとはいえないと思いますが、ＭＩＴの中で、かな

り本格的に大きなムーブメントとして、ｅ－ラーニ

ングに向けての取り組みが行われていることを感じ

ていただけたのではないかと思います。 

 

 以上で、私の話を終わらせていただきます。あり

がとうございました。 

 

 

SDMのミッション

将来、企業において技術系トップになる可能性
のある中核マネジャーに対して、大規模な製品
やシステムの開発、設計、製造法を教育する

キャリアに見合う技術的専門家のための教育プ
ログラムについて、先進的情報通信技術を使っ
た教育手法の標準的実施方法を設定する

将来、企業において技術系トップになる可能性
のある中核マネジャーに対して、大規模な製品
やシステムの開発、設計、製造法を教育する

キャリアに見合う技術的専門家のための教育プ
ログラムについて、先進的情報通信技術を使っ
た教育手法の標準的実施方法を設定する

企業における
統合的な戦略的
ビジネスプロセス

E-ラーニングシステムに対する特別なニーズ
Ú 企業は、成果を生み出すために、世界的に通用するようなビジネスプロセス
を定義し、開発し、展開する必要がある。Webの登場により、こうして生み出
されたプロセスは、素早い変更が必要になる。

Ú 高スキル優遇時代を迎え、「新しいスキルの習得」に対するニーズが顕在化

市場
と
顧客

企業内ノウハウの展開と継承

統合された製品開発
(顧客優先のコンセプト)

統合されたサプライ・チェーン

集合的顧客層への売込

カスタマーサービス

企業の経営プロセス

インフラストラクチャ

単なる労働者からブランド人になろう。ブランド人とは、優秀で、責任感が強く、情熱
に溢れる、ひとのことである。-トム・ピータース

• 教育分野の先端コンピュータ活用センター
(Webを用いたE-エデュケーションの研究母体)

• 教育メディア制作センター(Web及びE-エデュケーショ
ンのための教材作成支援サービス)

• CADDIEシステムは150のMITの講義で利用され、また
シンガポールに講義を配信するのに活用

• MIT産業学際会–企業がMITの研究にコンタクトする
チャネルを準備

• テクノロジー・ライセンシング・オフィス–MIT所有の特
許の販売と、学内起業家の支援サービス（出資者を探
す手伝い等）

MIT学内に新しく作られた組織



 

スタンフォード大学とネットワークを介した 
協調的な機械設計授業の紹介 

 

SGRA研究員・都立科学技術大学博士課程 

ブラホ・コストブ 
 

 本日は、スタンフォード大学と東京都立科学技術

大学間でのネットワークを介した強調的な授業例

を報告いたします。 

 

ＭＥ２１０／ＭＥ３１０の授業は、１５年前から

スタンフォード大学院の機械設計の授業として始め

られたものですが、１９９８年からスタンフォード

大学と日本の大学が初めて協調的な授業を始めまし

た。ＭＥ２１０の授業は、チーム・ワーキングで、

「紙で自転車を作る」プロジェクトです。これは２

か月ぐらいの授業ですが、それが終わってすぐＭＥ

３１０の授業「縦列駐車支援システム」を始めまし

た。これは企業の支援で行われるプロジェクトで、

今回はトヨタのサポートによるプロジェクトです。

後ほどこのプロジェクトについて説明します。 

 

ＭＥ２１０／ＭＥ３１０の授業は伝統的な授業で、

Project Based Learning（ＰＢＬ）で行います。Ｐ

ＢＬは、学生が自分の問題のソリューションを見つ

けなければなりません。学生はチームを組んでイニ

シアチブをとって進め、先生の役割はアドバイスく

らいです。途中で中間発表が幾つかあり、そこで先

生が学生の評価をします。プロトタイプを作ること

により、学生が自分の設計が効果的であることを示

します。今回は、伝統的な授業ではなく実験の授業

でした。東京都立科学技術大学（ＴＭＩＴ）とスタ

ンフォード大学のチームでプロジェクトチームを作

りました。その間に、スウェーデンにあるストック

ホルム王立工科大学も一緒に行ったこともあります。 

 

スタンフォード大学と東京都立科学技術大学の遠

隔協調授業の説明をします。従来はＰＢＬだけで行

われていましたが、今回からは、ＰＢＬのネットワ

ークを使って遠隔協調授業を行いました。一番大き

な問題は、アメリカと日本は１６時間の時差がある

ため、日本の学生が寝ている時にアメリカの学生が

仕事をし、アメリカの学生が寝ているときに日本の

学生が仕事をします。ですから非同期コミュニケー

ションがきわめて重要です。共同活動はクラスでの

伝統的な授業ではなく、グローバル・チーム・ワー

キングに近いものです。そのため、製品開発のアプ

ローチをとりました。二つのメインポイントは、情

報とデータを共有したことです。例えばPaperと紙、

Parallel Parkingと縦列駐車などについて、文化の

違いによりやり方、分かり方が違うので、共通認識

を持つことが必要だったからです。そして、イメー

ジ図、アイディア図、スケッチを使って、ネットワ

ークを使った協調的な分担で行いました。そこでは、

いろいろな遠隔ツールと技術を使いました。 

 

事例報告 

Stanford
USA
Stanford
USA

TMIT
Japan
TMIT
Japan

Globally Distributed Project Teams    世界中に分配されたプロジェクト・チー
ム

KTH 
Sweden
KTH 
Sweden



遠隔ツールや技術は、ピクチャーテル（ビデオ会

議システム）、また特殊なＶＩＰシステム（Virtual 

In Person）を使いました。これはＷｅｂで二つのシ

ステムがありますが、カメラが付いているシステム

です。日本とアメリカ双方にシステムが設置され、

Ｗｅｂでカメラ操作をします。上下左右、ズームイ

ン・アウトができ、２４時間利用可能です。そして、

ドロップゾーンの共有フォルダを使って、日本チー

ムとアメリカチームがアクセスできます。また、Ｅ

メールやネットミーティングを使いましたが、これ

は無料です。日本側が Sporumという特殊なフォー

ラムを使って、最後はConference Phoneを使いま

す。 

 

ＭＥ２１０の授業の説明を詳しくします。紙で自

転車を作りますが、第一の問題は異文化を理解する

ことでした。日本チームは、紙を最初折り紙のよう

なものだと思っていたのですが、実はアメリカでは

いろんな紙があり、木のような強さの紙もあります。

紙の自転車は本当のプロジェクトではなくて、半分

は遊びです。紙で自転車を作って、ファイナル・プ

レゼンテーションとレースが最後にあります。 

 下の左の図は日本チームがテストモデルを使った

もので、右はタイヤです。練習の時にもう一つ大事

なことは、共通の戦略ゴールを見つけることです。 

 

紙の自転車の授業では、コンセプトからプロトタ

イプへと進んでいきます。このスケッチは、日本チ

ームとアメリカチームが共同で作成したもので、ハ

ンドルは、アメリカのデータを用いて日本で作り、

アメリカに郵送してレースを行いました。この自転

車は、三つのレース中、二つのレースで一番でした。  

 

次に、企業が支援するプロジェクトＭＥ３１０に

ついて説明します。スタンフォード大学は毎年１５

件のプロジェクトがあり、ＢＭＷ、フォード、ロッ

キード、ボーイングなどが支援していますが、日本

とアメリカチームのＭＥ３１０の授業はトヨタの支

援を受けました。 

 この図でお分かりのように、縦列駐車支援システ

ムは、運転者が駐車したい時、スペースがあればシ

ステムが案内してくれて、簡単に駐車できるように

なります。四つのメインポイントがあり、設計要求、

背景、ビジョンの定義を見て、設計の全体計画を決

めました。 

The Distance Tools and Techniques
利用した遠隔ツールおよび技術

Picture Tel
Video Conf. System

ViP-system (Virtual in Person)
カメラ操作システム

Drop-zone
Shared folders

@Stanford
Web共有フォルダ

Sporum
@TMIT

Net meeting

Audio ConferencingE-mail

ME210 Paper Bicycle Exercise

Greatest difficulty we came across was to understand the cultural 
difference
第一の問題は異文化を理解することでした
Most important for team working - to  identify and share a 
strategic goal before going on to any other activities
チーム・ワーキングにとって一番重要な点は､他の活動
に進む前に､戦略のゴールを設定し共有すること
Final presentation and race
最終プレゼンテーションおよびレース

Paper Bicycle From Concept to Prototype
紙の自転車‐コンセプトからプロトタイプへ



 

 

今から大学チームの中間発表を少し見ていただき

ます。ステアリング・センサーやウルトラソニック・

センサーなどいろいろなセンサーがあって、トラン

クにコンピュータが設置されています。そこに全部

通信コネクションされて、フィードバックが画面に

出ます。発表については、日本で作ってアメリカに

送り、半分はアメリカ側から発表し、半分は日本側

から発表の形で、プレゼンテーションは一緒にした

わけです。 

同じ縦列駐車というゴールに対し異なるアプロ

ーチで対応しました。日本は実車を使い、アメリカ

は、同じセンサーシステムを搭載したゴルフ・カー

トを使って実験を行いました。アメリカは、安全の

ため、またキャンパス地で実車が使えないためゴル

フ・カートになったのです。縦列駐車する際、文化

の違いでしょうか、日本人はミラーだけを見て行い

ます。アメリカ人やヨーロッパ人は、実際に後を見

ながら駐車しないと危ないのです。しかし、このシ

ステムを用いれば、アメリカ人でも日本人でも可能

になります。文化によって異なるいろいろな事情を

考慮しました。 

 

共同授業の目的は三つあります。遠隔技術の実験、

遠隔共同授業の実験、学生の訓練・実際の計画です。

一緒にプロジェクトを行う時、時差のため同じ時間

に話しはできませんが、実際の計画から実施のアプ

ローチは、学生の訓練になりました。 

 

また、東京都立科学技術大学は、実施方法がスタ

ンフォード大学と同じでした。学生によるパートナ

ーシップを確立し、学生が計画を立てました。中間

発表を幾つか行い、そしてプレゼンテーションがあ

りますが、一番大事なのは最後のデモンストレーシ

ョンです。その最後のデモンストレーションは、ア

ME310 Toyota corporate partner 
Parallel Parking Assistive System

Design Requirements 設計要求

Background 背景

Vision Statement ビジョンの定義

Design Strategy 設計のストラテジー

Steering sensor

Wheel sensor

Display

Ultrasonic sensor

Note PC with LabVIEW

 

Different circumstances and approaches towards same goal

同じゴールで異なるアプローチ

@Stanford
Golf Cart
ゴルフ・カート

@TMIT 
Real car
実車

Aim of the shared class
共同授業のねらい

Distance techniques experiments
遠隔技術の実験
Distance Classes Experiments, Frontiers 
in Future Education 
遠隔共同授業の実験

Student training, Real World projects
学生の訓練, 実際の計画



メリカと日本がリアルタイムで一緒に行われました。 

 

まとめですが、同じゴールに対して異なったアプ

ローチで行ったことによって結果の対比が強調され、

システムの長所と短所が明らかになりました。実際

のプロジェクトでも同じゴールを共有しますし、伝

統的な教育があり、将来教育中のフロンティアがあ

って、今から教育がだんだん変わります。教育と、

そしてＩＴとエンジニアリング「へ」そして、それ

「から」のインパクトの研究を経験しました。 

 以上で私の報告を終わります。 

 

TMITの授業方法
Class Methods

Based on Partnership between students
学生によるパートナーシップの確立
Project led by students
学生による計画立案
Mid Reports and presentations
中間発表およびプレゼンテーション
Final presentation and demonstration   
最終デモンストレーションを目標とする

 



 

『デジタル・ディバイド反対』宣言 

 

SGRA研究員・テンプル大学ジャパン客員講師 

フェルディナンド・C・マキト 
 

 時間の制限がありますので、大変恐縮ですが、私

が用意した原稿を読ませていただいて、発表を進め

させていただきたいと思います。 

 

ご存じのように、デジタルというのは、コンピュ

ータが理解できる「１」と「０」の信号を指すもの

です。デジタル・ディバイドとは、１（ＩＴ技術の

ある人）と、０（ＩＴ技術のない人）の間のディバ

イドを意味しています。私は自ら、「デジタル・ディ

バイド反対」宣言をしました。そ

の内容をここで報告させていた

だきたいと思います。 

 

デジタル・ディバイドの背景に

は、１×０＝０という計算がある

のではないでしょうか。つまり、

ＩＴ技術のある人と、それのない

人が交わることから、何もよい結

果が出ないということです。しか

し、考え方を少しでも変えればよ

い結果につながると思います。デ

ジタル・ディバイドをなくすには、

通信やコンピュータなどのイン

フラ・ハードウェアの整備は不可

欠であることはいうまでもあり

ませんが、それと共に、人間が本

来持っているソフトの整備も不

可欠です。そこに存在する意識の

改革が基本的な問題だと考えて

います。 

まず、ＩＴ技術を持っている人の意識改革につい

て考えたいと思います。私の周りにはＩＴ技術を持

っている人は多いですが、一緒に何かをしないかと

誘っても、残念ながらあまり乗ってくれないことが

ほとんどでした。世界中がＩＴで騒いでいるから、

皆さんお忙しいことはわかりますが、デジタル・デ

ィバイドをなくすためには、このような姿勢は好ま

しくないと思います。 

 

つまり、技術のある

人は技術のない人と

交わる、あるいは協力

することから、自分に

とってよいことが何

も出てこない筈だと

いう計算でしょう。も

ちろん、何から何まで

技術のない人の面倒

を見なさいと提案し

ているのではありま

せん。技術者は、その

知識で自分の生計を

立てなければならな

いのですが、しかし、ＩＴの入り口まででよいです

から誘導してくれれば、１人でもユーザーを増やし

ます。このようなオープン技術は、ＳＧＲＡの目指

す良き地球市民ともいえるでしょう。 

 

ここで、ＩＴ教育の入り口の話をします。私はア

メリカの大学の日本校であるテンプル・ユニバーシ

事例報告 

 

 技術のない人
と交わろうとし
ない

何もいいことが出てこない

技術をオープン
にして、ＩＴの入
口まで誘導する

良き地球市民の技術者、ユーザー増える 



ティ・ジャパンで経済学を教えています。昨年、ア

メリカ人の上司が、日本あるいはアジアについての

授業を、インターネットを利用して行うことができ

ないかと呼びかけました。ちょうどその時、ＳＧＲ

Ａの「ＩＴと教育の研究チーム」にいた私は、イン

ターネットをどのように教育に利用するか、その具

体案について悩んでいるところでした。そこで、上

司の誘いに応えて、次々とオンライン講座を開設し

ました。このように講座を立ち上げることができた

のは、フィラデルフィアにあるテンプル大学の本校

が利用するオンライン教育システムを利用できたか

らこそだと思

います。 

 このシステ

ムはオンライ

ン教室を提供

してくれて、

その教室には

図に示すよう

な機能がつい

ています。技

術のない人で

も、わりと楽

にオンライン

教育の講座を

立ち上げて管

理でき、すごく感心しました。技術に関して秘密主

義の意識が強いアメリカが、このような技術を気楽

に提供しているのには本当にびっくりしました。 

 

次に、技術を持っていない人の意識改革について

考えたいと思います。ここでは、オンライン教育を

利用する教師と、その生徒をあえて技術のない人と

して考えていきます。私の周りにもたくさん教師が

おられますが、どうもＩＴ教育に関して前向きでな

い人が多いようです。ＩＴ技術と付き合うことは難

しい、失敗する率が高い、生徒によくないなど、何

もよいことがない筈だと彼らは考えているのでしょ

う。これも１×０＝０の計算の一つでしょう。 

私は、どこまでインターネットで教育できるかを

探っているところですが、乗り越えようもない山に

はまだ直面していないという気がします。むしろ、

オンライン教育の利便性について気付き始めていま

す。例えば、「どこでも」の利便性ですが、私がフィ

リッピンに出張中であっても、学校内にいなくても、

インターネットにアクセスさえできれば、学生たち

の教育を管理することができます。そのほかに、自

分の得意なコンテンツを自分で開発し、インターネ

ットで発信できます。どのようなコンテンツが、イ

ンターネット教育に一番よいのかを様々な問題を解

決しながら研究していくことができます。 

 

私自身と私の学生たちを実験台として、テンプ

ル・ユニバーシティ・ジャパン・オンライン教育シ

ステムで、私のＩＴ技術の乏しさを感じながら、昨

年から図に示すようなオンライン講座を開いていま

す。 

 

学生たちにも意識改革の必要があります。オンラ

イン教育では教育環境が大きく変化します。具体的

に二つのポイントを取り上げたいと思います。まず、

オンライン教育では従来型の授業や教室がなくなり

ます。もう一つのポイントは、一方通行で受け身的

な授業は、オンライン教育によって通用しなくなる

ことです。学生は、これらの変化に適応することが

できなければ混乱に陥りやすいです。 

 デジタルになるというのは、最も大きな変化です

が、これに対して学生がうまく適応するためには、

インターネットをインターネットを
利用した利用した

オンライン教室オンライン教室

教師教師
生徒生徒

生徒生徒

生徒生徒

お知らせお知らせ

講義ノート講義ノート

授業資料授業資料

スタッフ情報スタッフ情報

通信通信

宿題宿題

調査・試験調査・試験

ＥメールＥメール

議論議論

学生ツール学生ツール

カレンダーカレンダー

提出箱提出箱

学生用ＨＰ学生用ＨＰ

チャットチャット

成績表成績表

外部へのリンク外部へのリンク

オンライン教室オンライン教室
の機能の機能

オンライン講座（ＴＵＪ）オンライン講座（ＴＵＪ）

•• 「グローバル経済における「グローバル経済における
日本」シリーズ日本」シリーズ
–– 春学期：日本独自の企春学期：日本独自の企
業構造業構造
（ＥＣＯＮ（ＥＣＯＮ394394ｰー11））

–– 夏学期：東アジアの開発夏学期：東アジアの開発
における日本における日本
（ＥＣＯＮ（ＥＣＯＮ394394ｰー22））

–– 秋学期：グローバル金融秋学期：グローバル金融
における日本における日本
（ＥＣＯＮ（ＥＣＯＮ394394ｰー33））

•• 「フィナンシャル・プランニン「フィナンシャル・プランニン
グの基礎」シリーズグの基礎」シリーズ
–– MS EXCELMS EXCELとと金融分析金融分析
入門入門（ＦＦＰ（ＦＦＰ101101、ＦＦＰ、ＦＦＰ201201））

–– 金融投資入門金融投資入門（ＦＦＰ（ＦＦＰ301301））

–– 企業会計入門企業会計入門（ＦＦＰ（ＦＦＰ401401））

–– オンライン投資入門オンライン投資入門（ＦＦＰ（ＦＦＰ
501501））

＊

＊同時進行可能  



自分の学習スケジュールを自分で立てて守っていく

ことが、今まで以上に重要になってきます。従来型

の授業なら定期的にみんなを教室に集めて授業を行

うので、学生も一斉に学習のリズムを身に付けるこ

とができますが、少なくとも私のオンライン授業は、

ある程度学生のそれぞれのペースで進んでいるので、

問題が発生したケースもあります。 

 

オンライン教育は一方通行でないことにも、学生

の意識改革が必要です。というのは、インターネッ

トは本質的に双方向ですので、教師だけが情報をほ

とんど発信している従来の授業のつまらなさがます

ます明らかになります。テンプル・ユニバーシティ・

ジャパンの教育は、生徒とのコミュニケーションを

重視するアメリカ型教育で、個人的に好きですが、

生徒の言語力と背景にばらつきがあるため、個人的

な経験に限っていえば、なかなかうまく進まないと

いう気もします。生徒たちは、自らオンライン授業

に積極的に参加するように意識を変えなければなり

ません。自己管理ができれば、学生もインターネッ

トによる「どこでも」の参加型教育の利便性を享受

することができます。私のコースでも、海外旅行中

に受講する学生もいます。そして、生徒を磨く参加

型の授業も享受することができます。ここまで達成

されれば、デジタル・ディバイドをなくす大きな実

績というべきです。 

 

しかし、更に前に進める

ことができると思います。

昔、ＩＴ技術は一握りの膨

大な力のある人間や機関に

限られていましたが、近年

のＩＴ技術のめざましい進

歩によって、より多くの

人々が技術的にエンパワー

される筈です。これを実現

させないデジタル・ディバ

イドの現象があるというのは、どこかで人間が自ら

技術の普及を妨害しているのではないでしょうか。

エンパワーされることによって、１＋１＝３の状況

に進めることができると思います。これも意識改革

の一つです。つまり、技術のない人はオンライン教

育をしているうちに、自分も技術を持つ人になるし、

ほかの技術を持っている人と協力しあえるというこ

とです。 

 例えば学生の場合、自分のＷｅｂサイトを作成し

たり、ブロードバンドの回線に参入したり、インタ

ーネットの膨大な教育情報をうまく検索したり、Ｉ

Ｔ技術を使って金融投資を行ったり、もっとコンピ

ュータのことを勉強し始める生徒たちが増えてきま

した。私自身も、オンライン講座の管理人として、

少しずつですが、ＩＴ技術の勉強に関心を持つよう

になり、オンライン教育の現場で発見した問題をど

のように解決できるか、自分の研究課題とするよう

になっています。 

 このように、ゼロの人は、オンライン教育へ参加

することによって、自分を１に近づけ、ほかの技術

者とうまく交流することによって、インターネット

教育を更に盛り上げるという結果を導くに違いあり

ません。 

 最後に、ＩＴ教育は、以上のように困難な道です

が、デジタル・ディバイドと戦うことと、学生によ

り充実した教育を提供するために促進するべきだと

思っています。 

 ご清聴、ありがとうございました。 

 
変身変身

 

 

• 生徒のほう
– HP作成
– ブロードバンド参入
– ウェブ情報の検索
– オンライン投資
– PCの勉強

• 教師のほう
– IT教育技術の勉強を始
める

 



 

バンドン工科大学へのオンライン講義 

 

SGRA研究員・千葉大学博士課程 

ヨサファット テトオコ・スリ スマンティヨ 
 

 今日は、インドネシア共和国のバンドン工科大学

へのオンライン講義の実例を報告させていただきた

いと思います。 

 

アジアの地図で見ると、インドネシア共和国は日

本の南に位置します。日本ではインドネシアよりも

バリ島の方が有名かも知れません。 

 インドネシアの面積は、日本の約５倍で、１万３

６６７の島から成り立ち、その半分の島に人が住ん

でいます。人口は約２億５０００万人で日本の倍ぐ

らい、そのうちの４割が都市で暮らしており、人口

の８割はジャワ島に住んでいます。公用語としては、

１９２０年からインドネシア語が使われています。

しかし、これは政府機関や教育機関で使っている言

葉で、一般の日常生活では方言を使っており、その

数は６６９あります。インドネシア語の読書力は人

口の７７％です。民族は、ジャワ族、スンダ族、マ

ドラ族、その他で、その他のうちの１割は華僑です。 

 

研究の背景として、インドネシアにおけるオンラ

イン教育の必要性を紹介させていただきます。 

 インドネシアでは、現在、優秀な研究者や教員は、

海外とジャワ島に集中して活動しています。大学も

ジャワ島に集中しています。国の総面積の１割にも

満たないジャワ島に経済や政治が集中しているアン

バランスな状態になっています。 

 これは、中学から大学までの受験生、教員、学生、

学校の数の割合を示しています。この図から分かる

ように、高レベルの学校になるにつれて、新入生の

受入率が低くなっています。そのため、去年のデー

タでは約４０万人が浪人生活をしています。ですか

ら、大学でオンライン教育を使えば、この問題も解

決できるのではないかと思います。 

 

私は、１９９８年から、ジャカルタにある技術応

用評価庁とバンドン工科大学の間で、１０～２０人

の電気工学科卒業研修生を対象に週１～２回のオン

ライン講義を試み、現在は、バンドン工科大学と千

葉大学との間でオンライン講義を行っています。ソ

フトは、最近はYahoo Messenger を使っています。

画像を送りたいのですが、インドネシアのネットワ

事例報告 

•　位置：6o8‘N-11o15‘S, 94o45‘-141o5‘W　

•　面積：1,904,569 km2（大陸20％）

　　　　　（日本の5倍）

•　島数：13,667島（在住50％）

•　26都道府県、303市、3,839区、65,198村

•　人口：2億人（1993年、40％都市）　

•　公用語：Bahasa Indonesia、1920年

　　　　　　　（方言：669言語）

•　民族：ジャワ族（45％)、スンダ族（14％)、マドラ族（7.5％)、その他（33.5％）

•　読書力：77％の人口（インドネシア語、199１年）  
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(Dikti, 2000)



ーク事情が悪いため音声だけを送っています。ハー

ドウェアは、コンピュータ、スピーカー、マイク、

ヘッドホンを使っています。 

 

授業内容は、電磁波関係を教えています。数学は

私の言語で、言葉では説明できない式もあるので、

メールやＷｅｂに授業の資料を置き、学生たちがそ

れを見て予習してから授業をします。 

 図に示す資料は、『時間領域差分法による電波伝搬

の解析』という私の本ですが、インドネシアの物理

系メーリングリストのホームページに置いてありま

す。 

 

オンライン教育における問題は山ほどありますが、

ここで少し説明させていただきたいと思います。 

 今までは、数学的な方程式の説明をしていました。

しかし、いろいろな問題があって、黒板のデジタル

化ができればよいなと考えています。もっと大きく

考えると学校機能のあり方で、学校での説明や、学

校運営の事務的なことにデジタル化が必要ではない

かと思います。これからいろいろ開発して、教育の

自由化、教育の競争力、教育の価値観の変化などに

も結び付くのではないかと思います。 

 そして、インドネシアの中には 669の方言があり

ます。私たちは、授業はインドネシア語で話してい

るのですが、たまに学生が方言で質問するのです。

私も方言があまりわからなくて、その時に考えたの

は翻訳機の開発で、これがあれば、教師と学生の情

報のやりとりがもっとうまくできると思います。確

かに、インドネシア語と英語、インドネシア語と日

本語の翻訳機はありますが、方言まではまだなく、

これからの研究テーマになると思います。私はいつ

も学生に「インドネシア語で話してください」と頼

んでいますが、一方そのようなことで、将来的には

方言が忘れられ、絶滅危機になる恐れがあります。

先週も、ジャワ語の会議がありましたが、現在はジ

ャワ語が絶滅危機になっています。しかし逆に、オ

ンライン教育やインターネットによって、自分たち

の方言を保護でき、また、文化の紹介にも繋がると

思います。 

 また、インドネシアでは住民の平均月給が 6,250

円で、通話料が毎分２円です。こういう月給ではコ

ンピュータを買うこともできず、これでは、オンラ

イン教育も実現できないと思います。 

 最後に、インドネシアの地形問題があります。イ

ンドネシアは広いため、ワイヤレス設備や、そのほ

かの技術開発も必要になっています。 

 

インドネシアのインターネットの利用状況は１０

０万人（人口の０．５％）だけです。そのため、赤

字になったプロバイダーの会社も結構あり、商売に

もなりません。しかし、政府もいろいろなことを考

えて、インターネットを使って情報を国民に提供し

たいと思っています。 

 これは最近のニュースですが、小中学校にWarung 

Informasi dan Teknologi（Warintek：情報技術屋台）、

オンライン授業の設備

ソフトウエア

•　Yahoo messenger

ハートウエア

•　スピーカ

•　マイク

資料の配布

• メール

• ウェブ（ホームページからダ
ウンロード）

問題：

•　数学的な方程式の説明　

à　黒板のデイジタル化

•　言葉の理解　à　翻訳機



つまりデジタル図書館を置きます。これによって、

情報の拡大や知識の差をなくすことができると思い

ます。 

 

この画面は、インドネシアにおけるワイヤレス設

備とそのほかの技術の研究開発を示しています。イ

ンドネシアは広いので、マイクロ衛星、ジャカルタ

タワー、ＨＡＰＳ（www.assi.or.id）、あとは衛星と

同じような機能の設備を設けることにより、地方間

の情報のやりとりができるようになると思います。 

 

 

 

まとめですが、実例である数学系の講義を行って

いる際は、まだ問題がたくさんあります。一番大事

なことは、学校機能のＩＴ化、デジタル化です。

Cybernetic College Engineeringがあれば、オンラ

イン教育に必要とされるインフラを徹底的に構築で

きると思います。 

 そして、島国かつ多人口であるインドネシア共和

国にとって、オンライン教育は不可欠な教育法で、

この方法による現在の教育問題の解決も期待されて

います。 

 多民族、多方言、多習慣、多風習、多風俗、多宗

教を持つインドネシアは、多次元的に文化保護を考

慮すべきです。オンライン教育によって文化的な新

たな発見、学問、研究なども実現できると期待され

ています。 

 

 最後に、学者や教員がジャワ島に集中するとまず

いので、良いマンパワー・マネージメントによって、

オンライン教育の人的資源を世界規模で管理できる

ようになればと期待されています。 

 ご清聴ありがとうございました。 

 

インドネシア国民によるインターネットの利用状況

Telkomnet(Telkomnetinstant, Kompas2001年1月12日) :  

•　1999年にスタート　　　　　　　 ・　毎分2円

•　利用者：10万人（2000年12月）　　 ・　全国５６市

•　平均利用時間：毎月25時間　　　 ・　2001年1月に赤字

全球のインターネットの利用者：4.14億人（eTForecasts, 2000年）

•　アメリカ　1.35億人　　　　　　　　・　日本6千600万人（携帯）

•　ヨーロッパ　0.95億人　　　　　（2.3千万人、コンピュータ2001年4月）

•　インドネシア100万人（人口2億人の0.5％、2001年5月18日）

科学技術庁（SuaraMerdeka、2001年7月10日）

•　小中高校にWarung Informasi dan Teknologi (Warintek)

情報技術屋台　à　図書館

まとめ

• オンライン教育は不可欠な教育法

• 高速通信の必要性（DSL、ブロードバンド衛星など)

• 低経費遠隔教育の実現　

• インフラの構築（中古品のリサイクルなど）à自分の努力

• 文化保護の必要性

• 学校機能のIT化

これからの動向－若者の試み

•　Low Earth Orbit - Micro satelliteの活用

　（Elektro Indonesia, 1998年3月, >100km ASL）

•　WaveLANの利用（周波数2.4GHz）

•　High AltitutePlatform System (HAPS)の利用

　　　　（1997年に提案、約50km ASL)



 

成人教育の新しい形：上海交通大学遠程教育センターの試み 

 

SGRA研究員・横浜国立大学博士課程 

蒋 恵玲 
 

 本日は、「成人教育の新しい形」、副題として、「上

海交通大学遠程教育センターの試み」について発表

させていただきます。 

 

まず、中国で一般的にいわれている成人教育と継

続教育ですが、定義が日本と違いますので言葉につ

いて説明したいと思います。 

 「成人教育」と一般的にいわれているのは、高等

専門学校、又は短期大学を卒業し、社会に出て働き

ながら学士の学位を取る人、又は学士の資格をもっ

ており、仕事をしながら修士またはＭＢＡの学位を

修得する人の教育を意味しています。もう一つは、

日本の生涯学習に相当するもので、自分のキャリア

アップを目的として、パソコンや語学の学習を意味

しています。 

 中国での成人教育の必要性ですが、まず、国とし

ては国民全体のレベルの向上を目標としており、成

人教育を積極的に進めています。また近年、知識の

急速な更新、中国の沿岸都市における外資企業の増

加と、キャリア意識の向上が顕著になってきていま

す。それらのことから、成人教育の要求が非常に高

くなっています。 

 これまでの教育は、主に平日の夜や土日を利用し

て学校に通うという形、又は、放送大学か通信教育

を受けるというような形が取られています。欠点と

しては、場所と時間が制限されます。しかも、迅速

に新しい科目への対応ができない。放送大学などで

は単方向学習という問題点があります。 

 以上のことから、今までと違って、全く新しいか

たちの成人教育と継続教育が必要とされるといわれ

ています。 

 

中国のＩＴ事情の新しいデータがありましたので、

ご紹介したいと思います。これは、中国インターネ

ット・ネットワーク・インフォメーションセンター

という組織から発表されている、中国インターネッ

ト発展状況統計報告の７月号ですが、今年の６月３

事例報告 

中中国国のの IITT 事事情情

FF ネット人口ネット人口: : 26502650万人万人 ++400400万万 //半年半年
FFダイアルアップ経由ダイアルアップ経由: 67%: 67%

LANLAN経由経由: 17%: 17%
ダイアルアップ＋ダイアルアップ＋LANLAN経由経由: 17%: 17%

FF平均ネットサーフィン時間：平均ネットサーフィン時間： 8.78.7時間時間//週週

学歴別学歴別  

年齢別年齢別 

中中国国イインンタターーネネッットト発発展展状状況況統統計計報報告告((22000011年年 66月月 3300日日) 
中中国国イインンタターーネネッットトイインンフフォォメメーーシショョンンセセンンタターー   

CChhiinnaa  IInntteerrnneett  NNeettwwoorrkk  IInnffoorrmmaattiioonn  CCeenntteerr  ((CCNNNNIICC)) 



０日までの統計データです。その報告によると、今

の中国のインターネット人口は２、６５０万人で、

その普及率は全国の人口に比べてそれほど高くあり

ません。こちらの数字を注目していただきますと、

半年間で急ピッチに４００万人増加していることが

分かります。また、インターネットにつないでメー

ルを送る、インターネットにアクセスする時間は、

１週間あたり８．７時間ぐらいです。 

 

そこで、ＩＴを

利用しての新し

い教育の形がで

きないかという

ことで、遠程教育

を紹介したいと

思います。中国の

各地の大学で遠

程教育が広い範

囲で発展してき

ていますが、私は

中国の上海出身

なので、自分の身

近なケースにつ

いてご紹介した

いと思います。 

 紹介するのは上海交通大

学ですが、この大学は非常

に歴史のある大学で、上海

市の西南部にキャンパスを

持っています。しかし、近年

学生の人数が増え、新しい学

科を増やすなどにより、従来

のキャンパスでは足りなくな

っていました。十数年前に、

本校から２０キロぐらい離

れたところにキャンパスを造りました。このキャン

パスで、主に学部生の授業を行っています。先生た

ちは研究を一緒にしなければいけないので、離れた

二つのキャンパスに通って授業を行っています。そ

のため、遠程教育を利用したシステムができないか

ということで、図のようなシステムを作りました。

先生が本校で、遠程教育の設備を利用して授業を行

い、学生は離れたキャンパスで授業を受けるという

形になります。また、このシステムを利用して、一

般人を対象にした成人教育システムを作りました。

それが上海テレコムと提携して作った遠程教育法で

す。上海市内を中心に十幾つかのポイントを設けて、

先生が校内教室で授業を行い、学生が自宅の最寄り

のポイン

トで授業

を受ける

という形

になりま

す。やは

りまだイ

ンターネ

ット回線

の制限が

あります

ので、高

速の回線

につなげ

ない人は、

最寄りのポイントに行け

ば、そこで授業を受けら

れます。 

 

次に、授業内容につい

てご紹介いたします。ま

ず一つ目として、単科コ

ース（自分のキャリアア

ップのためのコース）で

すが、主にコンピュータ

関連と経営関連の授業

が受けられます。コンピュータ関連の人は７科目で

すが、そのほかに２４科目の内容を含むＣＤ教材も

提供しています。また、質疑は、そのすべての内容

が対象になります。 

vv　　遠程教育遠程教育((Distance Learning)Distance Learning)
FF離れたキャンパス離れたキャンパス
FF新しい科目への迅速な対応新しい科目への迅速な対応
FFどこでも、いつでも受けらどこでも、いつでも受けら
　れる　れる

FF離れたキャンパス離れたキャンパス
FF新しい科目への迅速な対応新しい科目への迅速な対応
FFどこでも、いつでも受けらどこでも、いつでも受けら
　れる　れる

上海交通大学遠程教育システム模型図上海交通大学遠程教育システム模型図

ホワイトボードホワイトボード

ビデオビデオ

撮影切替スイッチ撮影切替スイッチ
パソコンパソコン

ホワイトボードスキャナホワイトボードスキャナ
プロジェクタープロジェクター

投影機投影機

先生が校内教室で授業先生が校内教室で授業
＊＊学学生生がが自自宅宅近近くくののポポイインントトでで授授業業受受けけるる 

上上海海交交通通大大学学ーー上上海海テテレレココムム遠遠程程教教育育網網  

上上海海交交通通大大学学 

上上海海長長距距離離電電話話局局 



 次に、学士

の修得を目的

とする学部コ

ースについて

は、授業内容

はこちらの画

面のようにな

ります。まず、

対象は高専卒

レベル、又は

短大卒です。

専攻は七つあ

り、最寄りの

ポイントで受

講することが

できます。ま

た、オンライ

ン教育のみで

はなく、従来の集合教育も一部取り入れています。

「Ｆｕｌｌ Ｔｉｍｅ」と書いてありますが、例え

ば最寄りのポイントに行くときは、昼間がメインか

夕方か、土日がメインかを選べます。そして、試験

に合格し、基準の単位を取得すれば、学位（学士）

が与えられます。 

 

次に、質疑応答システムについて説明します。 

 まず、ユーザーＩＤでログインして、質問したい

科目を選びます。その中から、一番よくある質問と、

各章ごとによくある質問と、キーワードと、質問、

またほか

のユーザ

ーの質問

と解答に

ついて検

索するこ

とができ

ます。ま

た、文字

だけでは

なくて音声での質疑応答もサポートしています。レ

ポート提出、試験もＷｅｂ経由で行います。 

 

このシステムの中に遠程交流システムというのが

あり、チャットやホワイトボードを用いて、ほかの

教室の学生又は先生との交流ができます。ネット案

内で、興味のある内容を案内し、その内容について

交流します。それから、学生と先生の間の音声交流

もあります。 

 

ほかに、清華大学にも継続教育学院という同じよ

うなシステムがあります。交通大学と違っているの

は、インターネットのみではなく、衛星放送とケー

ブルテレビを合わせて使っています。また、学士だ

けではなく、修士課程の修得も取り入れています。

ポイントが更に広がって全国的に展開されています。 

 

最後にまとめさせていただきます。遠程教育が今

までと違って、全く新しい形の教育方式として注目

されています。みんなが、場所、時間に制限されな

いで平等に教育を受けられます。しかも、教育側と

しては教育資源の利用率の向上が期待できます。学

生各自の個性に合わせた学習ができます。また、異

なる学校の先生も同じ方法で授業をすることができ

るので、ある意味で大学の壁を打ち破るというよう

な形になります。 

 課題としては、専攻が今までは、例えばコンピュ

ータ関係、

経営がメイ

ンですが、

それを更に

増やす必要

があります。

また、中国

は国土が広

いので、地

域的にネットワーク回線の不平衡性があるので、そ

れを克服する必要があると思います。 

  

vv　　授業の内容授業の内容((単科コース単科コース))

コンピューター関連コンピューター関連
ØØコンピューターコンピューター
　　　ネットワーク　　　ネットワーク
ØØ CCととC++C++言語言語
ØØ DelphiDelphi言語言語
ØØ ExcelExcel、、WordWord
ØØ JavaJavaととHTMLHTML
ØØ PASCALPASCAL言語言語
ØØデータベースデータベース
などなど
( 24( 24科目の内容を含む科目の内容を含む
CDCD教材も提供教材も提供 ))

経営関連経営関連

ØØ国際金融国際金融

ØØ経営数学経営数学

ØØ経営学原理経営学原理

vv　　授業の内容授業の内容((学部コース学部コース))

ØØ高専卒または短大卒の方を対象高専卒または短大卒の方を対象

ØØ専攻：コンピュータ技術、電子商務、専攻：コンピュータ技術、電子商務、
　　　　国際経済と貿易、英語　　　　国際経済と貿易、英語((商務商務))、、
　旅行など計７つ　旅行など計７つ

ØØ最寄りのポイントで受講する最寄りのポイントで受講する

ØØ従来の対面教育も一部組み入れる従来の対面教育も一部組み入れる

ØØ Full time Full time か二部かを選べられるか二部かを選べられる

ØØ試験に合格し、基準の単位を取得すれば、試験に合格し、基準の単位を取得すれば、
　学位　学位((学士学士))が与えられる。が与えられる。

ØØ高専卒または短大卒の方を対象高専卒または短大卒の方を対象

ØØ専攻：コンピュータ技術、電子商務、専攻：コンピュータ技術、電子商務、
　　　　国際経済と貿易、英語　　　　国際経済と貿易、英語((商務商務))、、
　旅行など計７つ　旅行など計７つ

ØØ最寄りのポイントで受講する最寄りのポイントで受講する

ØØ従来の対面教育も一部組み入れる従来の対面教育も一部組み入れる

ØØ Full time Full time か二部かを選べられるか二部かを選べられる

ØØ試験に合格し、基準の単位を取得すれば、試験に合格し、基準の単位を取得すれば、
　学位　学位((学士学士))が与えられる。が与えられる。  

vv　　質疑応答システム質疑応答システム((Answer web)Answer web)

ØØユーザユーザIDIDでログインでログイン
ØØ質問したい科目を選ぶ質問したい科目を選ぶ
ØØ良くある質問良くある質問((FAQ)FAQ)
ØØ各章それぞれの各章それぞれのFAQFAQ
ØØキーワードで検索キーワードで検索
ØØ質問する質問する
ØØ問題交流問題交流
　　((ほかのユーザの質問と解答ほかのユーザの質問と解答))

音声での質問と解答もサポート音声での質問と解答もサポート

FFレポート提出、試験もレポート提出、試験も
ウェブ経由で行うウェブ経由で行う

vv　　遠程教育の可能性遠程教育の可能性

FFまったく新しい形の教育方式まったく新しい形の教育方式

FFどなたでも、いつでも、どこでも学習できるどなたでも、いつでも、どこでも学習できる
⇒⇒平等に教育を受けられる平等に教育を受けられる
⇒⇒教育資源の利用率の向上教育資源の利用率の向上

FF個性に合わせた学習ができる個性に合わせた学習ができる

FF異なる学校の先生が合わせて授業することができる異なる学校の先生が合わせて授業することができる

FFまったく新しい形の教育方式まったく新しい形の教育方式

FFどなたでも、いつでも、どこでも学習できるどなたでも、いつでも、どこでも学習できる
⇒⇒平等に教育を受けられる平等に教育を受けられる
⇒⇒教育資源の利用率の向上教育資源の利用率の向上

FF個性に合わせた学習ができる個性に合わせた学習ができる

FF異なる学校の先生が合わせて授業することができる異なる学校の先生が合わせて授業することができる

専攻を増やす、地域の不平衡性を克服専攻を増やす、地域の不平衡性を克服
課題課題



  

 

「台湾のバーチャル教育都市：EduCities」 

 
ＳＧＲＡ研究員・台湾国立中央大学 Assistant Professor 

楊 接期 
 

本日は「台湾のバーチャル教育都市：EduCities」

というテーマについてご報告いたします。全般的に

は、このプロジェクトの背景に関する理論、及び

EduCities とその用例の 2 部分から報告を進めたい

と思います。 

 

「EduCities (http://www.educities.edu.tw)」とい

うプロジェクトは、台湾の文部省から援助を受けま

した。4 年間のプロジェクトとして研究費は日本円

で約 20 億円ぐらいで、大学への研究費としては非

常に大きなものと言えます。このプロジェクトは、

情報工学、認知科学、心理学、教育学など learning 

technologyに関する様々な研究分野からなり、約 30

個のサブ・プロジェクトからなります。国立中央大

学は統括役として、その他多数の大学からも合計 50

数人の研究者がこのプロジェクトに参加しています。 

最初は、理論について説明します。ここでは、

“Active Social Learning Model”というモデルを

背景に、いくつかの観点（歴史、自然、デザイン）

から、EduCities をどのように構築されるかについ

て報告します。時間の関係で、説明を簡潔にしたい

と思います。 

 

歴史の観点から、特に教育に変化のあったことや

進化したことに注目します。 

約 500 年前には、教育の形式は、弟子が師匠に教

わるということでした。中国は 5000 年の歴史があ

るので、こういう教育の仕方はもっと昔から行われ

ていたのかもしれません。約 200 年前に、工業革命

により、工業の発展に特に大きなインパクトを与え

たことは言うまでもありません。しかし、工業革命

は教育におけるインパクトも非常に大きいと言えま

す。これは、教育形式の変化から分かります。師匠

に教わるという学び方から、正規教育（つまり今の

学校教育のような形）になってきているわけです。 

そして、正規教育の形になると、学校は工場のよ

うな働きができてしまいました。小学校教育にして

も高等教育にしても、学生たちはインプットとして、

学校の中で一定の方式で教育が受けられます。その

後学校を出て、アウトプットとして、学生たちは社

会に貢献するような（商業や工業などいろいろな仕

事に就く）形になります。このように、工業革命の

影響で、学校は工場のような働きになってしまいま

した。 

結局、学校の中で何が行われるかというと、授業

があって、一段落まで終わると宿題が出ます。そし

て学期が終わるときには試験があります。このよう

なことが毎年繰り返されています。やがて学生たち

は、家族や友達からの期待を受けて、学校を卒業す

ることになりました。その後の選択肢としては、仕

事に就くか、仕事が見つからなくて失業するか、の

どちらか一方です（笑）。 

 

このような正規教育のしかたは、教育システムと

していまだに続いています。ところが、最近はさら

にもう一つの革命が起きています。つまり、IT革命

（情報革命）のことです。IT革命がいかに現在の教

育システムにインパクトを与えるかについては、

様々な議論があろうかと思います。これに関して、

私たちは３つの様相から考えました。以下、これに

在外研究員報告 



  

ついて述べます。 

1つ目は、学習

環境の変化です。

コンピュータの

急速的な進化と

モバイル技術の

進歩に伴い、学

習環境は紙から、

コンピュータ、

ネットワークに

変化しました。

そして、今はモ

バイル技術を学

習機器に応用す

ることが注目の焦点になります。これからは、モバ

イル技術を授業や学習に活用する場面がさらに増え

ていくと予測されます。この報告の後半に、このよ

うな未来の教室における授業の変革に関して、一つ

の用例を紹介したいと思います。 

２つ目は、学習内容の変化です。どこから学習内

容に影響があるかというと、まず、グローバル的な

競争のことです。つまり、教室内の競争だけではな

く、学校内の競争でもなく、また日本国内だけでは

なくて、これからは、グローバル的な競争が非常に

重要になってきます。次に、知識の爆発（explosion 

of knowledge）のことです。今までは教科書に載っ

ている知識だけで十分でしたが、これからは教科書

だけではなく、インターネットを通じて、世界中の

様々な知識が得られます。その上、量は非常に多い

です。これが何を意味するかというと、知識の量だ

けではなく、この数多くの量の中からいかに自分の

欲しい、必要とする知識を取り出せる能力が、非常

に重要なことです。もう１つは、life-long learning

のことです。これからは life-long learningの社会で

すから、学校に行かなくても、いつでも学生になれ

るし、どこでも学習の機会がつかめます。このよう

に、グローバル的な競争、知識の爆発、life-long 

learning などのことにより、学習内容の変化に大き

な影響を与えました。 

３つ目は、ネ

ットワーク化

社会です。ネッ

トワーク化社

会になると、学

生はクラスメ

ート同士や学

校同士との関

わりだけでな

く、グローバル

的・未知な方と

のコミュニケ

ーションも可

能になります。

教育においては、このネットワーク化社会で生まれ

た「学習コミュニティ」をいかに大事にし、構築・

運営していくかということが重要な課題となってい

ます。 

そこで、私たちは、IT革命が教育にインパクトを

与えた 3つの様相、つまり学習環境の変化、学習内

容の変化、ネットワーク化社会を軸として、

「EduCities」というプロジェクトを提案しました。

プロジェクトの詳細に関しては、報告の後半にデザ

インのところに譲ります。 

 

次は、“自然”の観点から、EduCities の構築に関

する理論を述べます。ここでは、エコロジーという

生態系の概念を取り入れて、自然生態系(Nature 

Ecology)と学習生態系 (Learning Ecology)とを比較

しながら、説明を進めたいと思います。 

第 1レベルでは、自然生態系の場合、生態系の中

の個体が、生態環境にどのように影響しあうかが重

要なことです。これに対して、学習生態系の場合、

個体（学習者、教師、パートナー、ボランティアな

ど）が、これからの情報化社会におけるネットワー

ク環境にどのように影響しあうかが強調されます。

このような考え方で、今までの授業のように教師が

主導権を握っていることが、もはや学習者が中心的

な位置になるという形に変化しつつあります。学習
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者の周りには、様々な学習内容(content)、ネットワ

ーク化された学習コミュニティ(community)、そし

て情報環境を構築する computation があります。 

第 2レベルでは、自然生態系の場合、Population

（人口）のことが重要です。一方、学習生態系の場

合、一つの社会的な学習活動に参加する参加者（学

習者）が強調されます。 

ここまで説明してきたことは、まず学習者が

content、community、computation との間にいる

ということです。そして、学習者がどのように学習

活動に参加していくかということが強調されます。

さらに、単純な学習活動だけではなく、社会的な学

習活動の方が重視されます。これが、「 Social 

Learning Activities」モデルの考え方です。 

次は、“デザイン”の観点から、EduCitiesの構築

に関する理論を述べます。ここでいうデザインは、

先程述べた IT 革命によって影響された３つの様相

から考えます。 

１つ目は、学習環境です。学習環境のデザインは、

特に未来の教室の学習環境作りに注目します。任意

教室、遠隔教育、無線スクールバス、電子ブック、

モバイル機器の活用などの課題が挙げられます。こ

の中、“highly interactive classroom”という、イ

ンタラクティブな学習環境作りについての研究を試

みました。これについては、後半の”EduClicks”の

ところで説明します。 

２つ目は、学習内容です。学習内容の

デザインは、構造的な知識の学習

（structural knowledge learning）と、

複雑な問題解決に関する学習（complex 

problem learning）と、２つに分けて考

えられます。構造的な知識の学習は、さ

ら に Subject-Based Learning と

Target-Based Learning に分けられ、学

習科目と学習目標の構造化についていく

つかの試みがなされています。複雑な問

題解決に関する学習は、近年、重要にな

ってきました。皆さんがご存じのように、

これからの教育は総合的な学習が重要視

され、創造力、批判的な思考、learning how to learn

（いかに学習するかを学習させること）、チームワー

クなどの学習がますます重要になってきています。

そして、学生に知識を教えるだけではなく、社会的

な責任を持たせるということも教育においては重要

なことです。さらに、life-long learningも非常に重

要です。このように、複雑な問題解決に関する学習

は 、 Project-Based Learning 、 Theme-Based 

Learning 、 Task-Based Learning 、 Creative 

Problem Solving、の４つのテーマに分けられます。 

3 つ目は、ネットワーク化社会です。特にコミュ

ニティ・ベース学習(community-based learning)に

関するデザインのことです。これは、本日のテーマ

である EduCities を概念化したものです。 

EduCities のデザインに関しては、このコミュニ

ティ・ベース学習を基礎とし、以下の 3つのコンセ

プトからなります。第 1に、シティと市民のメタフ

ァーのことです。ネットワークの環境で、EduCities

というバーチャル・シティをプラットフォームとし

ます。このバーチャル・シティは、市民によって構

築されます。市民たちは、EduCities に様々な学習

活動に参加することができます。市民は各自の役割

があって、それぞれの権利と義務を持っています。

また、社会的な責任を勉強させ、認知させることを

想定しています。第 2に、このバーチャル・シティ

の中でよい市民になれると、現実的な社会（real 

EduCities -- a network learning society
an open and empty ground, buildings established by citizens



  

world）においてもよい市民になれると想定します。

つまり、バーチャル・シティと現実の社会の両方と

お互い反映することを望みます。第 3 に、life-long 

learning のことで、学習ということは一生のことを

前提とする考え方です。 

 

以上は、EduCities のコンセプトです。次は、さ

らに EduCities の詳細について述べます。まず、

EduCities という名前の由来は、もともと「エデュ

ケーション・シティ」のことです。中国語の意味と

しては、Excellent city in Asia（アジアの卓越した

都市）です。現在 EduCities の市長は、化学ノーベ

ル賞を受賞した李遠哲氏（中央研究院院長）です。 

EduCities は、多層型の構造となっています。シ

ティ・メタファーにそって、使用対象別に分類され

ます。この中で、EduTowns は学校レベルで、

EduVillagesはクラスレベルで、EduPersonalsは個

人レベルでの構造となっています。これは、インタ

ーネットの学習環境、学習形態及び学習者（特にコ

ミュニティ・ベース学習）などのことを考慮した上

で考え出したものです。このように、EduCitiesは、

この階層構造の一番上の位置となって、整合的な役

割を持っています。 

例えば、EduTownsは学校レベルなので、一つの

学校には一つのEduTownsがあると考えます。各々

の EduTowns には、（EduCities の性質を継承して

いるから）EduCities の機能を備えているだけでは

なく、各自のアイデンティティを持っているように

デザインされます。内部の構造としては、サービス・

アイテムは多数用意され、機能項目が部品化されて

います。学校側では、基本的な機能項目と必要とす

る機能項目を組み合わせるだけで、学校のサーバを

簡単に構築できるようになります。管理することが

簡単な上、各々の学校のアイデンティティをもって

いるという点から、現在、台湾の小中高の多数が

EduTownsを使用しています。 

また、国際的に広げるため、 ”International 

EduCities Consortia”も考えています。現在、

EduCities のコンセプトとそのアイディアは認めら

れ は じ め 、 香 港 で は ”HKeducationCITY” 

(http://www.hkedcity.net/)が運営されました。近い

うちに、中国、シンガポールでも運営する予定です。

将来、世界中にたくさんの EduCities ができるよう

に願っています。 

 

次は、EduCities の学習環境で、私たちが開発し

た 2つの用例を紹介します。 

まず、EduClasses を紹介します。 

EduClasses の基本的な考え方は、オープン・コ

ース(open course)のことです。つまり、学歴・年齢・

性別・専門などと関係なく、誰でも、どこでも、自

由にコースを開くことができるような環境を構築す

るのが目的です。この考え方の背後には、”learning 

by teaching”, “teaching by learning”, “lifelong 

learning and teaching”, “collaborative teaching 

and learning”などの理論があります。学習と教える

ことが同時に重要であることを強調し、誰でもこの

バーチャル教室で教えられます。しかし、教えるこ

とは、教材を準備するだけでなく、教材提示の仕方、

学生とのコミュニケーションを高めること、計画な

ども重要です。このようなことをユーザに認識させ、

学習させることも EduClasses の目的の一つです。

普通の教室で教えること自体は簡単ではありません。

これに対して、インターネットの環境では、その困

難さはさらに増えます。しかし、EduClasses が提

供する環境では、オープン・コースの可能性が実現

しました。結果からみると、様々な教示方略が施さ

れています。 

その中で、例えば、ネットのコースだけでなく、

実態のコース（face to face）も同時に進行している

例が挙げられます。これは、本来お互い知らない同

士が EduClasses のようなネット環境で先生と学生

の身分を演じるだけのことです。しかし、その先生

がよい方略をとって、学生とのコミュニケーション

を高めた上で、現実社会で学生と対面になって、実

態のコースを開いたことまで発展されました。もち

ろん、その後ネット環境の授業では、さらなる議論

の展開となったと予測されました。このことは、



  

EduCities のコンセプトの中で、バーチャル・シテ

ィの結果を現実社会に反映するような願いにも一致

したことが分かりました。 

また、EduClasses で行われたコンテストで、12

歳の中学生は、コンピュータに関するコースを開い

て優勝をとった例が挙げられます。彼は、よい教材

を作りたいことと、よい先生になりたいとの思いで、

学生とのインターラクションを頻繁的に行う方略を

とっています。コンテストの表彰式の後、彼の学生

は、自分の参加したコースの先生が 12 歳の中学生

だったということに、みんな驚きました。このこと

から、EduClasses の環境では、現実の社会ででき

なかったことをバーチャル・シティでできたことを

示しただけでなく、教えることと学習することの重

要性と、ネット上でオープン・コースの可能性を実

証した、ということに意義が大きいと言えます。 

 

次に、EduClicksについて説明します。 

前半に述べ

たように、未

来の教室環境

においては、

協調的学習、

インタラクテ

ィブな学習が

非常に重要で

す。コンピュ

ータを授業に

大いに活用す

るためには、

教室ごとにコ

ンピュータの

整備が必要です。学生一人ずつ 1台というのが理想

ですが、現実では困難です（コンピュータ教室は別

です。ここで強調したいのは、全ての教室に学生一

人ずつパソコン 1台というような学習環境を整える

ことが困難です）。このような背景で、学生一人ずつ

1 台の学習機器を持たせて、インタラクティブな学

習環境を構築する、ということが EduClicks の発想

でした。EduClicks は、この学習機器のハードウェ

ア、ソフトウェアを含んだシステムです。このため、

EduClicks は安易でなければなりません。最初は、

リモート・コントロールのような学習機器を構築し

ました。教材がプロジェクターによってスクリーン

に写されます。学生は、一人ずつ学習機器を持って、

スクリーンに写される教材とのやり取りができます。

先生が質問を出すと、学生は学習機器で応答します。

それぞれの学習機器には対応する番号があるので、

学生の判別が簡単にできます。さらに、すべてのや

り取りの記録は、サーバに保存することができ、教

師にとって成績の評価や学習のプロセスの評価が簡

単にできます。そして、授業中だけではなく、両親

はインターネットを経由して検索することもできま

す。また、E-mailを通じて、テストの結果を自動的

に両親に連絡する機能も備えています。現在、モバ

イル技術を加える学習機器の構築は進行中です。 

以下、EduClicks に関するビデオをご覧ください。

これは、台湾

テ レ ビ が

EduClicks を

授業に使用し

たある実験校

を訪問してい

るときの様子

です。授業の

後、学生にそ

の動機を聞き

ました。ほと

んどの学生は

ゲームのよう

な感覚でこの

学習機器を操作したと答えました。ある学生は、普

段あまり積極的ではないが、EduClicks を使うこと

によって、積極的に授業に参加するようになったと

答えました。このように、EduClicks を導入するこ

とによって、インタラクティブな学習環境が簡単に

できるということが分かりました。 
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まとめとして、“学習(learning)”の定義を見直す

ことにしたいと思います。まず、「学習は活動である

(learning is activity)」と定義してみます。しかし、

単純な活動が学習とは言い難いので、「学習は意義

の あ る 活 動 で あ る (learning is meaningful 

activity)」と定義し直すことができます。また、学

習者のことを考慮に入れると、「学習は意義のある

活 動 に 参 加 す る こ と で あ る (learning is 

participation of meaningful activity)」と定義しな

ければなりません。さらに、学習者の態度を加えて、

「学習は意義のある活動に、アクティブに・積極的

に 参 加 す る こ と で あ る (learning is active 

participation of meaningful activity)」という定義

が得られました。また、学習を評価するには、結果

だけではなく、学習の“プロセス”そのものが重要

視しなければなりません。 

 

最後に、３つの問いがあります。 

 What should you do? 

 What must you do? 

 What do you have to do first? 

 

以上の 3つの問いに対して、私たちは 3つの答え

があります。1つ目は、「学習」のことです。なぜか

というと、次の世紀は「学習の世紀」ですから、学

習は何よりも重要なことです。2つ目は、（特に教師

に対して）やはり「学習」のことです。教師はラー

ニング・パイオニアの役割を演じるから、従って教

師の学習は特に重要です。３つ目の答えも、同じく

「学習」です。なぜなら、学習のプロセスを通すこ

とだけに、自らを変えることができる、と強く考え

るからです。 

 

これで本日の報告を終わりにしたいと思います。 

 

 



  

 

情報化と政策 

 

ＳＧＲＡ研究員・韓国通信政策研究院専任研究員 

李 來賛 
 

 ただいま紹介に預かりました李と申します。今日

のシンポジウムは教育のＩＴ化となっていますが、

実はこの分野は私の専門外で、私がやっているのは

経済政策でマーケットを活性化するという仕事です。

従って、教育問題を直接お話するというよりは、例

えばテレ・コミュニケーションをどう考え、そこに

おける国の役割、あるいはマーケットの役割はどう

いうものか、その中で教育、特にデジタル・ディバ

イドをどのように見るべきかという話をしようと思

います。 

 

結論的な話をしますと、テレ・コミュニケーショ

ン・マーケットには新たな問題が二つあります。ま

ず一般的には音声からデータに変換する。そして、

その音声は、皆さんが家にお持ちの有線電話から、

携帯電話になってきた。それによって、昔は国の中

で単純に扱われていたものが、今では市場の競争が

非常に活発になってきている。そして、それがデジ

タル・ディバイドを引き起こしてきたという話にな

ります。 

 

まず、有線電話から考察してみます。家にある電

話は何十年前には贅沢品で金持用でした。しかも、

国としてはあまりネットワークインフラもなかった。

そこで、国の役割は二つあって、まず１番目は全国

的にネットワークを引くという役割があった。２番

目には、そのネットワークを利用する人がいないと

困るということで、できるだけたくさんの人が電話

を引けるようにすることが国の目標になっていまし

た。 

 そういうわけで、大抵は日本も韓国もそうでした

が、国が直接ネットワークを作った。韓国の場合は

コリアテレコム、日本はＮＴＴがその役割を果たし

ました。テレ・コミュニケーションは、最初のネッ

トワーク施設にうんと投資をしなければならず、非

常にお金がかかるわけです。その結果、初めは非常

に料金が高くなるわけですが、利用できるぐらいの

安い料金にしなければいけないため、市内電話料金

を、今までは低く抑えるよう国が規制していました。

そういう経緯で１０～２０年たった今は皆さんが自

然に使っているようになりました。 

 ところが、時代の変化によって、政府の立場とし

ても料金を現実化しなければいけないということで、

例えば日本の場合ですと１９９５年ぐらいだったと

思いますが、基本料を現実化する。現実化というの

は結局料金を上げるという話ですが、音声の有線自

体はもう達成されたということです。 

 

次に登場したのがモバイル、携帯電話と呼ばれる

ものですが、携帯電話も全く同じ経過を辿っていま

す。おそらく１０年前にも携帯電話はあったと思い

ますが、当時は大きさも非常に大きく高かったので

す。それを持って歩くと、非常にお金持ちに見えた。

要するに、高い地位を持っている人のように見えた

わけです。しかし、今は誰もが持っているという状

態です。 

 

皆さんがこれを持ち歩く、もしくは使用すること

では全く有線と同じですが、二つの大きな差があり

ます。 

在外研究員報告 



  

 市内電話の場合は、国がＮＴＴを通じて独占だっ

た。事業者一人で全部やっていた。ところが携帯に

なると、ドコモだけでなく、今はいろいろな事業者

が増え、ある程度の競争がある。ただ、このマーケ

ットで商売をするには、国から認可を受けなければ

いけないとか、ある種の制約はあります。 

  

２番目は、国はパブリック・インタレストを目指

すために市内電話を敷き、発展を図るわけですが、

携帯になると民間企業ですから、一番の目標は利潤

を最大に得るということになるわけです。次に、言

葉どおり、有線ではなくて無線である。この二つが

大きいのです。固定・有線との差で一番肝心な差は、

例えば同じ電話でも、固定は交換機を使う。交換機

というのは、例えば大昔、貨幣がなかった頃

には物々交換をしなければならなかった。貨

幣の登場によって、自分が持っているものを

売って、そのお金で自分の欲しいものを買う。

交換機があるからこそ、それを真ん中に置い

て、それで結ぶ。これをコアのネットワーク

というのですが、そういうネットワークを作

ってから、そのネットワークから家まで、若

しくは携帯までつながなければいけないわ

けです。それを昔は、交信を管理するのは有

線でやったのです。ものすごくつながらなか

った。ところがモバイルということは、基地

局がその代わりになって、基地局と

携帯の間を無線でつなぐ。これをす

ることによって、非常に費用を安く

して参入したということになりま

す。 

 

ところで、そもそも２～３年前ま

では、音声が中心になっていた。音

声というとただ電話で何か話すこ

とをいいますが、時代の変化によっ

てインターネットが登場した。そも

そもこのインターネットは、アメリ

カの国防省が、例えば戦争とかいろ

いろなことが起こってネットワークが破壊されると

しても、生き残ったネットワークがもしあれば、そ

れによって復旧する。そういう目的として作ったも

のですが、それがどんどんアカデミアに使うように

なって、今は商売で使うようになりました。 

 

 先程の音声ネットワーク、有線も無線も同じです

が、これとインターネットの一番違うところは、イ

ンターネットは情報であれ音声であれ、そういうも

のをきめ細かく分けて、そのパケットを送る。そし

て、その先でそのパケットを全部合成して、それで

情報を受取る。そういうことをすることによって、

費用が非常に安くなるわけです。例えば電話線の場

合だったら、使わない時でもそのまま置きっぱなし
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です。使う時も２～４人、１０人が一緒に使うこと

はできない。しかし、インターネットになると、そ

ういうことができるわけです。私が送った情報も他

の人が送った情報も同時に流すことができるし、コ

ストも安い。 

 

 ところが、そもそも目的もやり方も方式も違うも

のが切望されつつあるわけです。それは有線でも無

線でもそうなのです。最近、日本ではブロードバン

ドが結構話題になっているように見えます。要する

に昔、僕らが電話で使ったその電話線を使って、非

常に速いスピードを出せるようなブロードバンドの

領域を使って、そのネットワークとインターネット

を結ぶ。それを通じてインターネットを使うという

ことです。実はもう、このブロードバンドの話以前

から、ニフティなども参入して、一般の電話線では

ないものだったのですが、技術の非常な発達でブロ

ードバンドが使える。これはもう電話線だけではな

くて、例えばケーブルテレビの線を使っても同じよ

うにできる。 

 

 ＡＤＳＬやケーブルでブロードバンドを使うこと

は、韓国では非常に広がっており、加入者が増えて

います。今は６００万人で世界一です。日本は、い

ろいろな制度や規制がありますが、この図は有線で、

昔は音声として

使っていたのが

ブロードバンド

です。ところが携

帯、モバイルでも、

やはりそういう

話がある。仕組み

はおそらく全く

同じですが、音声

のために建設し

たネットワーク

と、インターネッ

トを結びつける。

それで携帯でデ

ータも見ることができる。日本のｉモードは、世

界の先端を走っています。実は私はこの２日間、

郵政省やＮＴＴを回ったわけですが、３，９００

万人の加入者がいるということで、非常に躍進して

いる感じがしています。 

 日本では、モバイルインターネットという表現を

しているそうですが、おそらくこの１～２年後には、

これよりもっと優れたＩＭＴ－２０００という進歩

したものが登場

するでしょう。そ

ういう分野が非

常に発達すると

いうことです。 

 

絵で見ていた

だくと、この図の

上のところに電

話があります。し

た中央にあるの

が交換機です。こ

れが市内電話の

音声段階で使わ

1 4 7 2
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Emergence of the Internet Service Market 
 
Broadband Internet Service 

・ Fixed telephony networks are being used for means 

of access to high speed Internet service 
-ADSL(Asymmetric Digital Subscriber Line), Cable 

Modem 

・Korea recorded 6 million subscribers, as of June 
2001, the highest penetration ratio all over the world. 

(Japan; 0.18 million ADSL) 

 

Wireless Internet & IMT-2000 

・Mobile networks are being used for means of access 
to Wireless Internet Service, as transient service of 

IMT-2000 

-Korea launched IMT-2000 service for the first time in 
the world. 

 ・Japan recorded 39 million subscribers, as of May 

2001, the highest penetration ratio all over the world. 

(Korea: 13 million) 



  

れたものだったわけです。それにＰＣやモデムなど

のいろいろな装置を付けるわけです。そうすると、

カチカチと音が聞こえ、こちら側がインターネット

になっています。それでこの有線ネットワークとイ

ンターネットが通じるようになり、例えば今はメー

ルのやりとりができ、また、インターネットを通じ

てディズニーランドのサイトを見ることができます。 

 このスライドを作ったのは去年だったのですが、

急にｉモードが登場して、ここにモバイルのネット

ワークを付け加える。先程説明したとおり、交換機

があって、またそれをインターネットで結ぶ。携帯

でもこういうことが、おそらくすぐできます。今は

文字だけという感じですが、おそらくＩＭＴ－２０

００や次世代の移動通信が実現すれば、画像を見る

ことも可能になるでしょう。 

 ところが先程の有線電話の場合には、ほとんど国

が開発し、ＮＴＴが一つの配線で全国にネットワー

クを建設した。その次に携帯、モバイルが普及して、

規制はあるが、幾つかの事業者が売り始めた。とこ

ろが、データ若しくはインターネットのパラダイム

を買うと、通常インターネットサービス・プロバイ

ダ（ＩＳＰ）の事業者たちは、規制なく自由にマー

ケットに入って競争することができる。国の規制は

とても必要な場面もあるのですが、どう見ても、市

場で競争するマーケットが活発に成長しない。 

 

そういうことで、データもしくはインターネット

のパラダイムになると、いろいろたくさんの問題が

あるわけです。例えば今、インターネットといろい

ろなものを結びつけましたが、もっと進歩したネッ

トワークにしなければいけない。デジタライズされ

たもの、そしてコンテンツが大事です。音声だけで

はなくて、見る対象がなければ困る。需要の側面か

らいうと、ユーザーが易しくインターネットを使え

るようになる。加入料金があまり高くても困る。加

入しても、使うことができなければもっと困る。Ｐ

Ｃが買えないと困る。ＰＣがあっても、その使い方

がわからないと困る。そういう問題があるわけです。

もうすでに、これは政府が直接、昔のように何かす

るという状態ではないのです。それで過去の政府が

持った役割を民間企業がインセンティブをもって動

き始めている。だからといって政府の役割がないか

というと、そうではない。 

 

 実はマーケットは、一生懸命競争してマーケティ

ングしている。それで利潤を上げる個人事業者がい

るわけです。ですから、例えば奥深い山間地域など

では商売にならないわけですが、しかしネットワー

クも建設して、そういうところにもサービスを提供

しなければならない。やはりそこに住んでいる人に

とっては、昔は電話だったが、今はインターネット

若しくは情報にアクセスする。みんなが可能なよう

にしなければいけない。その売り言葉というのが「デ

ジタル・ディバイド」ということで、これを何とか

解決しなければいけないというのが政府の役割にな

っているわけです。このことはＧ８やＯＥＣＤでも

出ているのです。それ以外は技術的な話になるので

すが、いろいろな制度を作らなければならないとい

うことになります。 

 

 このデジタル・ディバイドということで、実際、

いろいろな国がこういう政策をしています。日本に

ついては調べる時間が足りなかったので、韓国の場

合、どういうことをしているかについて話したいと

思います。 

まず、例えば東京だったら、人がたくさん集まっ

EEvvoolluuttiioonn  ooff  tthhee  PPoolliiccyy  RReeggiimmee  
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that the market itself is unable to address 
・Demand: Bridging the widening Digital Divide 
－guaranteeing universal access to information for the

under-served areas and the socially 
under-privileged  
・Supply: Local Loop Unbundling, Open Access to ISP



  

ている。ですからネットワークを引いて、そこで商

売をすると非常に儲かるということです。しかし地

方や、本当に人の少ない所になると、ネットワーク

をだれも建設しない。とすれば、サービスすら受け

ることができないということです。そこで韓国の場

合は、地方、田舎などにもネットワークを設置する

ことを目標にしています。要するに、一番の問題は

お金になるのですが、例えば低金利で事業者にお金

を貸して、その条件としてこういう地域にネットワ

ークを建設しなさいとか、直接、こういうところに

入るときにはいろいろな技術が必要なのですが、そ

れについて民間にお金を貸してあげるなどというこ

とをしているわけです。 

 また、デジタル・ディバイドの中には身体の不自

由な人や、目が見えない人などがいるわけですが、

それを考えて、そのための技術を開発しています。 

 

 ２番目も全く同じように、ネットワークが入って

いないところでも、ＰＣを使いたい。ところがどこ

へ行ってそれを使えばいいのかということになりま

す。例えば区役所のようなところにインターネット

プラザを設けて、そこに行けばちゃんとインターネ

ットのＰＣが使える。そこで受信する。郵便局も全

く同じ役割を果たしています。 

 それから、これが先になるべきだと思うのですが、

ＰＣがなければ何も使えなくなるのです。ところが

ＰＣは安くなってきたとはいっても結構高い。それ

で、これは政策的に成功したか失敗したかよく分か

らないのですが、国の仕組みで、国民ＰＣという形

の計画もしています。 

 

 ３番目は、ソフトウェア的な話になりますが、い

ろいろな会社で働いている人や学生の場合は、アク

セスが非常に楽になっています。友達がみんなやっ

ていますから使い方が自然に分かってきます。とこ

ろが、普段あまり使わない人がいます。例えばご婦

人とか主婦は、使い方が分からない人が多い。そう

いう人に対して補助をする。非常に面白い、主婦に

対する制度が一つあります。普通、ＰＣセンターで

扱い方などを習いますが、来るのはたいてい学生で

す。従って授業のある昼間はあまりそこにはお客さ

んがいないわけです。しかし、主婦は昼間は非常に

時間があります。それでＰＣセンターが、昼間、主

婦には授業料を少し低めにして受け入れるというこ

とで、結構主婦層もこれをチャンスに習うというこ

とです。 

 

 結論的に言うと、おそらく一般に情報化社会にお

けるネットワークでは、コンテンツとクリエイティ

ブネスが非常に大事です。私達の観点からは、コン

テンツをきちんと作って、ネットワークを発達させ

る。しかし昔のように、国がこれをしろあれをしろ

とは言えなくなった。だから適当に市場で競争して、

それができない部分をどのように補うかがポイント

になっていきます。しかも、デジタル・ディバイド

の中では政府の役割が非常に大切になるということ

になります。 

 

最後に、スライドにはないのですが、先程、唯一

の私の絵を皆さんに見ていただいきましたが、コン

テンツというのは、私達のＰＣ若しくは携帯の立場

からいうと、一番遠いところなのです。とにかくコ

ンテンツがうまく開発され、よいコンテンツがたく

さん出なければいけないということです。ところが、

私が持っている電話の一番近いところというと自宅
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BBrriiddggiinngg  DDiiggiittaall  DDiivviiddee((11999999))  

 
Building of Infrastructure 
・ Construction of high-speed networks in rural 
communities  
・Development and Diffusion of Technologies for the 
disabled 
 
Support of Acce ss 
・Community Access center 
・ Provision of affordable PCs to low-income 
households  
 
Provision of IT learning opportunities 
・ IT learning for low-income students, citizens, 
farmers/fishermen,  housewives, the disabled  



  

になりますが、そちらの方面でもいろいろな開発な

ど進歩もあるわけです。例えば家電製品にＰＣなど

を入れてオートメーションにする。そしてもっと容

量が大きくなれば、家まで光ファイバーを入れて使

う。そうなると、今度は、ちゃんとした自分用のビ

デオを編集することがネットワークを通じてできる。

あと一歩進めば、病院に行かずに、家に座っていて、

そのまま診断を受けることができる。 

 結局、方向としては、私の携帯若しくは電話から、

一番遠いところでのコンテンツの世紀になる。そし

て私が持っている携帯あるいは有線電話に一番近い

ところの展開とプログラムの活性化の両方が行われ

ていくと思います。 



  

 

「ＩＴは教育を変えられるか」 

 
慶應義塾大学常任理事 

斎藤 信男 
 

 慶応大学の斎藤です。今日はＳＧＲＡの研究会に

お呼びいただきまして、どうもありがとうございま

した。大変国際色豊かで、しかも全部日本語で聞け

るというのは大変ありがたいと思います。今日の主

催者をはじめ、渥美国際交流奨学財団の皆様、今日

はお招きいただきまして本当にありがとうございま

した。 

  

今ご紹介いただきましたように、私、個人的には

コンピュータ、情報工学とか情報科学が専門であり

ます。慶應大学といいますと、慶應大学自体は 143

年という歴史がありますが、ちょうど 11 年前の

1990 年に湘南藤沢に新しいキャンパスを造りまし

た。そのとき、たぶん我が国で初めてだと思います

が、キャンパスネットワークなどを造ることに携わ

りました。ただ、10 年あるいは 11年の間に大変世

の中が変わってきて、現在ではネットワークを敷い

たとか、パソコンを何台入れたといったことを誇っ

ているようでは、もう世の中についていけない時代

です。そういう意味で、本当は「ＩＴは教育をどう

変えるか」が今日のシンポジウムだと思うのですが、

もう一度原点に返り、「ＩＴは教育を変えられるか」

を少し論じてみたいと思っています。 

  

今日は国際的な環境の場ですが、私は国粋主義者

ではありませんが多少日本のことが心配なのでちょ

っと余計なことを言うかもしれませんが、お許しを

いただきたいと思います。 

 

 

教育の重要性 

l初等教育から高等教育まで 

l日本の経緯 

? 戦後から 80年代までの高度成長期 

? 90年代の低迷期 

l今何が求められているのか？ 

? 高等教育機関のアウトプット 

? 自分で考える人材 

? 国際的に通用する人材 

 

教育は大変重要だと言われているわけで、慶応大

学を創りました福沢諭吉も、本当は明治維新のとき

にもうちょっとうまくやれば総理大臣ぐらいにはな

れたと思うのですが、人材育成こそ大事だというこ

とで慶應義塾を創って、自分は長い目で見て将来を

考えたと伝えられております。我々の同僚の竹中さ

んなどは、大臣をしているので少し違うなという感

じがしないわけではないのですが、同じ意味で、日

本が今少し低迷しているので、中でも教育の重要性

をもう一度見直さなければいけないと言われている

わけです。もちろん、今の小泉内閣なども「改革」

というかたちで初等教育から高等教育まで考えて、

小学生にもっと算数を教えるとか、大学院の重視と

か、いろいろ言われております。 

 日本の経緯を考えますと、戦後、1945年から始ま

ってすでに 50年以上経っているわけです。80年代

まではわりあい調子よくやってきて、80年代には日

本が全部アメリカを買ってしまうのではないかとか、

極端なことを考えたことがありました。そのぐらい

高度成長に乗っかってよかったのですが、なぜか 90

ゲスト講演 



  

年代になると一気に低迷してきました。ちょうど 90

年に慶応藤沢を造ったので、それが悪かったかなと

いうわけでもないですが（笑）。 

 それは何故かということになります。80年代まで

の高度成長期、もちろん教育、人材が大変大事だと

いうことは認識してやっておりました。特に製造業

とかは、すでに決まったことをかなりやっていくか

たちで経済活動をしたということもありますので、

大学出の人はあまり期待されていなかった。という

か、むしろ高校レベルや高専レベルのいい人材を揃

えていれば、大学出の人はまあ適当にやっていれば

よかったという時代ではなかったかと思うのです。 

 とにかく 90 年代、私が藤沢キャンパスを造りま

したとき、ある先生が友達から「大学ではあまり何

も教えないでくれ。白紙にして早く会社に渡してく

れ。余計なことを教えると、社内で教育するのに障

害になる」と言われて悔しがって、「では湘南藤沢キ

ャンパスで頑張ろう」とやったわけです。そういう

ことでやりますと、90年代のとき、今何が求められ

るかというと、やはり高等教育機関を整えることが

一番大事ではないかと。もちろん、小学生の初等教

育を無視していいわけではありませんが、自分で考

えるとか、あるいは国際的に通用するとか、そうい

うことができる人材がいないかぎり、日本の低迷は

立ち直らないのではないかと言えるわけです。大学

がしっかりしないと国が成り立たないという時代が、

やっと来たのではないかと思います。高等教育機関、

大学や大学院がちゃんとした人材を出さないと、永

久に低迷を続けることになるのではないかというこ

とです。その意味で、大学が変わらなければいけな

い、あるいは大学院など、高等教育機関が変わらな

ければいけない。それがＩＴによって生じるかとい

うことで、それを少し考えてみたいと思います。 

 

ＩＴの効用 

１） 効率化（生産性向上） 

２） 新規事業 

 

通常、情報技術あるいはコンピュータ・ネットワ

ークは何のためにあるかと言うと、コンピュータ・

メーカーを助けるためにあるわけではもちろんあり

ません。たくさん買うのは、何かいいことをするた

めに購入するわけです。通常、ビジネスとか生産の

場では生産性向上、効率化のためだと思います。コ

ンピュータ・ネットワークによって、従来よりもっ

と生産性が上がる。従来の２倍、３倍の速さでビジ

ネスや生産ができるということが一つです。もう一

つは新規事業というか、まだなかったようなビジネ

スができるか、そういう計画がありうるか。ネット

ワークを使ったドットコムビジネスなどは、そうい

う論理だろうと思います。その２つが、情報技術、

ＩＴの意味ではないかと思います。 

 

教育へのＩＴの適用 

l教育の生産性が向上するか？ 

l新しいの教育方法／活動が実施できるか？ 

 

それを、例えば教育に適応すると、一つは教育と

しての生産性が向上するかということです。もちろ

ん生産性を上げることだけが、教育にとって必ずし

もいいわけではない。最初に確か、台湾の楊さんで

したか、500 年前には先生はじっと見ているだけで

何も言わない。弟子奉公を 10 年やりおぼえるとい

うことは、生産性がいいかどうかわかりません。し

かし、実はあれが本質的な教育かもしれないという

ことにもなります。単に大学で４年間かかるのを２

年間ですまして、それで生産性が上がったかとなる

と、必ずしもそうでない部分もあるかもしれません。

しかし少なくともいい人材をなるべく速く育てれば、

これは生産性が上がったことになるかと思います。 

 もう一つは、新しい新規事業ということですから、

今までなかったようなことが教育の場でありえるの

か。今までなかったような教育の方法や学習法があ

るかということです。もうすでに今までの発表の中

にもいくつかそういう例があったかと思います。コ

ンピュータ・ネットワークがなかったならば出来な

いような、例えば最初の講演で東京都立科学技術大

学とスタンフォード大学が一緒にプロジェクトをさ



  

れていますが、もしネットワークがなかったら、飛

行機で行ったり来たりしなければなりません。大変

お金がかかってしまって、絶対できないと思うので

す。今はほとんどお金がかかっていないという感じ

がします。そういうことが新しいことになるわけで、

この２つが先程のＩＴの効用であり、供給体制を適

用すれば可能になるわけです。 

 

教育の生産性向上 
l人材育成の期間が短縮できるか？ 

l人材の質が良くなるか？ 

l人材育成のコストが下がるか？ 

? 教師が楽できるか？ 

? 駄目な教師は排除できるか？ 

? 駄目な学生は排除できるか？ 

 

生産性の向上とは、教育においては人材育成の期

間を短縮できるかということです。文部科学省の中

でどうかわかりませんが、例えば今の大学教育は非

常に一般化してしまったので、学部は２年間にする。

その中で、もっと特に絞ったかたちで大学院に行っ

たら、修士を４年間にするという話もあります。２

年間で４年分ぐらいのことはコンピュータを使えば

出来るだろうということが出てくるのではないかと

思います。それで、専門性を強めることで修士を４

年にしようということであれば、人材育成の期間は

多少短縮できたことになるわけです。今は３年制な

ども顕在化しているので、何かそういうことが出来

る可能性があります。 

 ただ、出てきた質がいいかどうかという問題にな

りますと、先程の 10 年丁稚奉公して、先生のそば

で見ているだけで、実はいい人材ができたと。やは

りそのいい先生のすべてのことを呑み込むというこ

とで、質がよくなったわけです。ですから、短い期

間でやってしまったら粗製濫造でろくな人材ができ

なかったとなると、また問題になります。 

 もう一つは、生産性のためにはコスト主義がある

と思いますが、コストが下がることも考えられるわ

けです。一応今、授業料は、慶応大学はそんなに高

くないのですが、でも 1 年間に 120～130 万取る。

アメリカの大学などはどんどん上がってきて、200

万などというところもあるわけです。そういう意味

では、留学生の方はだいぶ苦労されたとは思います。

教師が楽をできるかという点もありますが（笑）。と

にかく、コンピュータをたたいていれば授業ができ

てしまう。１回作ればあとは黙っていてもいいとい

うのも１つで、その時間があいた分だけしっかり研

究することになる。 

 それから、駄目な教師を排除できるか。むだな給

料を払っているともったいないわけですから、大学

の経営から見れば、いらない先生はどんどん排除し

ましょう。これによって大学の経費が減れば、コス

トが下がったことになって、生産性は上がったこと

になる。 

 駄目な学生を排除できるか。これは少し難しい。

何回教えてもだめな人は先生が苦労するからとなる

と、いい学生だけを集めてくれば、先生は座ってい

ればいいということになる。今の日本の入試制度は

ややそういうことで、最初のところでスクリーニン

グして、あとは一切しないということですので、入

ってきた者は全部出す。そういうことで、学生も勉

強しないことになるわけです。本来は、入口ではあ

まりスクリーニングしないで、中に入ってきて駄目

な者はどんどん出していくのがいいのではないかと

思うのです。しかし、日本の今の制度ではそういう

ことは出来ないと思います。学生の制限がありませ

んので。もしそれができれば、入試などはほとんど

やめて、さいころでも何でも、先着順でも何でも入

れてみて、それで駄目だったら出していくのが一番

いいと思います。こういうことも、コンピュータを

使うとできるかもしれない。 

 

ＩＴ化は生産性を向上出来る 
l良い教材が開発できる 

l教材の共有 

l学習の記録 

l評価（対教師、対学生、対カリキュラムなど） 

l経験の蓄積の自動化 



  

 

そういう意味で、今の生産性は少し乱暴な議論だ

と思いますが、ＩＴ化ということは、教育に関して

も生産性を向上させているのではないか。 

 一つは、よい教材が開発できるのではないかとい

うことがあります。昔から、講義ノートとか教科書

などがあります。しかし、デジタル化された教材と

いうか、私の分は文字ばっかりで申し訳ないのです

が、今日の発表の中でも写真やビデオなどがたくさ

ん入ってきている。そういう意味で従来、動くよう

なものを本として出すわけにはいかなかったことも

ありますから、むしろよい教材がたくさんできる可

能性もあるわけです。教材がよければ、よく勉強す

るのではないか、よく修得してくれるのではないか

ということでは、生産性が上がっているのではない

かと思います。 

 それから、ネットワークの時代には、もしいい教

材ができれば、これは共有してもいいわけです。昔

でも、標準的な教科書がありまして、先生が書けば、

それをみんなで使うこともありました。今は、でき

たとたんに全部使える。昔は教科書を使って何年も

かかったことがあったのですが、このようなかたち

ができるわけです。 

 アメリカの例、例えばＭＩＴの話が西野さんから

あったと思いますが、ＭＩＴはオープンコースのよ

うなかたちで、教材なのか補助教材なのかわかりま

せんが、ＭＩＴの今までの中で自信のあるテクノロ

ジーとビジネスを組み合わせた教材は大変たくさん

あります。これを全部世界に流そうということで、

それを全部使えば、もしかしたら世界中の教育レベ

ルが上がるかもしれません。ＭＩＴがたくさんもう

かることになるわけですが、そういう教育もできる

のです。 

 それから学習の記録なども、先程の EduCitiesに

あったと思いますが、そういうすべての活動が記録

されてしまうことになる。オンライン、オンディマ

ンド、あるいはウェブベースト・トレーニング・シ

ステム（ＷＢＴ）の方が、学生にとっては厳しいか

なと思います。今のかたちですと、聞く聞かないは

別として、出席だけしてあとは寝ていればいいこと

になりますが、ウェブベースト・トレーニング・シ

ステムですと、本当に勉強したかどうかがわかる。

まあお父さんに頼んだら別ですが、そういうことも

チェックすれば、本当に勉強しないとすべて記録に

取られてしまうということがあります。そういう意

味では確実にフォローアップができる。 

 それから評価に関しても、学生評価を我々も少し

試みて、10年間やってきております。ただし、一応

制限がありまして、学生評価は個人で、その人には

個人的に結果を示しますが、全員には公開しており

ません。あるいは人事考課として、ボーナスの査定

や昇格などには使わないということでやっておりま

す。けれども、学生にとっては毎日やってもいいで

はないかと。今やっているクラスで先生がしゃべっ

たのが、５点満点で３点とか４点とか、そういうも

のが出てくれば、来週はもう少し頑張るぞと。ある

いはそれが続くと来年は先生がいなくなるとか、そ

ういうことになるという噂もあります。そういう意

味では、ネットワークなどを使えば、もっともっと

厳しい評価もできるのではないか。これは我々は、

学生に対して、教師は一生懸命単位をやる・やらな

いとか、卒業させる・させないとやっていますが、

これが双方向になるわけです。もしかして、大学と

して、学部としてのカリキュラムが悪いかもしれな

い。そのようになるので、他の同じような学部・学

科のカリキュラムなどを調べてきます。そうすると、

自分たちのカリキュラムが全部評価されることにな

ります。 

 そういうかたちで、いろいろ経験が引き継ぎされ

るわけですから、従来、考えてみますと、10年、20

年使った古びたノートを持って講義をすることもあ

ります。それはノートが黄色くなるだけで、経験は

全然蓄積されなかったのですが、これからはそうい

う意味では、経験がどんどん蓄積されることになる

わけです。そうしますと、そこにいろいろなデータ

があるわけで、先生にとっては非常に厳しい、ある

いは大学・学部にとっても厳しい時代になります。

全体としては、質のいい教育が、しかも効率よくで



  

きることになるのではないか。 

 

ＩＴ化は新しい教育方法を作り出せるか 

l個別教育 

? 教材の分断化 

? 検索機能 

? 要求に応じたコースの組み立て 

l教材の共有／教師の共有 

? 教育機関を超えた共有 

? 国・地域を越えた共有 

 

もう一つは、新しい教育方法、学習方法が作り出

せるかということで、これはすでに今日のお話の中

にもいろいろあったかと思います。あまりふれられ

なかったものでは個別教育ということで、我々は実

験しようとしています。 

 １つの科目は、例えば 90分の授業を 15回、半年

聞いて２単位というかたちでやります。それはもち

ろんシラバスなどは事前に出すわけですが、少なく

ともある科目で先生が 15 回分の内容を考えて、そ

れを例えば「情報処理」などという名前を付けてや

っていたわけです。その中で、面白そうな部分があ

れば学生は取るわけですが、

半分はいらないかもしれな

い。あるいは、半分だけ必

要かもしれない。そうしま

すと、とにかく卒業するた

めに 124単位取るのですが、

そのうち３分の１ぐらいは

いらないかもしれない。あ

るいは全然興味がないかも

しれないということもあり

えます。そうすると、もう

ちょっと教材を細分化して、

90分を 10 分単位ぐらいに

分けてしまうとか、15分単

位ぐらいに分けてしまって、

それをデータベース化して、

それにきちんとした検索機

能を設ける。これを使って、もっと勉強したいとこ

ろを明確に示せれば、それに応じたコースを組み立

てていくことができるのではないかということです。 

 これもちょっといいかどうかわかりませんが、こ

ういうカスタマー、学生がいるわけです。本当に勉

強したいものを、いろいろな教材とか先生や、ある

いはフィールドワークとラボワーク、ライブラリワ

ークとかいろいろの形態があると思いますが、こう

いうものを組み合わせて、いい「教育資源ベース」

というデータベースにする。ここには検索機能が必

要で、それがちょっと難しいところですが、最近で

はメタデータを使った知識ベース技術を使います｡

Ｃ言語などというと、直接そのキーワードで検索し

ていくわけですが、例えばネットワークアプリケー

ションを作る言語を勉強したいというと、では Java

がいいでしょう、ということが出てくる。そういう

意味を取った検索機能があれば、そういうものを組

み合わせて、学習プロセスを作っていく。これを個

人ごとにやっていく。こういうことができるとすれ

ば、本当に 90分の 15回分の勉強で、本当に必要な

ものがきっちり入っていくことになるわけです。 

 そういうことをするためには、いろいろなネット
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ワークとか、あるいは最近では semantic webとか、

意味の検索などもできる技術もあります。知識ベー

スをうまく使ってこういう技術を使えば、さらにカ

スタマーオリエンテッドなサービスもできるのでは

ないか。こういうものが、情報技術があればできる

ことになるわけです。 

 

国際的教育環境 

lジョイントディグリ 

l共同コース 

lインターンシップ 

 

もちろんそういうときに、教材の共有では、今は

各学部、大学の中だけでこういう教材を用意するな

り、利用するわけです。しかし、慶応と早稲田でこ

ういうことをやりましょうとか、あるいはＭＩＴや

スタンフォードなど、いろいろなところとやりまし

ょうとなると、今度はそういうものを組み合わせて、

教材の共有ができる。しかも、小さなものを組み合

わせてできる。したがって、教育機関を超えた共有

ができるわけで、国際的に教育レベルの高い人材も

育成できるわけです。言語や文化の違いもあるかと

思いますが、ユニバーサルな部分もあるわけですか

ら、地域を越えた共有ができます。先生もそうした

方がいいかもしれません。各大学、慶応大学にも

2000人を超える先生がおりますが、本当にそんなに

いるのかなと。こう言うと困りますが、そういうこ

ともあるわけです（笑）。 

 そうすると、ネットワークの時代ですから、日本

の大学で教えることを中国の先生がやってもいいし、

韓国の大学で教えることをアメリカの先生がやって

もいい。そういうかたちになってくるわけですから、

本当に優れた先生に教えてもらうこともできるよう

になります。 

 そういう意味で、国際的な教育環境ということも

あります。最近ではジョイント・ディグリーなどで、

例えば２つの大学で協定を結び、前半２年間とか後

半２年間とか学習する。あるビジネススクールでは、

例えばアメリカ、ヨーロッパ、アジア、オーストラ

リア、その４つのビジネススクールが組んで、10人

ずつ 40 人の学生を１クラスにする。そして４か所

のビジネススクールを半年ずつ回って歩くというか

たちを提案しており、それで一つできる。国際的な

ビジネスがこれから必須になってくるので、いろい

ろな地域で共有しながらやっていくこともできるわ

けです。 

 共同コースというのは、遠隔教育やインターンシ

ップのようなかたちでやっていく。半年や１年単位

で協定する他の大学で研究する。こういうことが、

徐々に出てきているように思います。 

 

慶應義塾大学の取り組み 

l１９９０年 SFCの設立・IT 化 

l１９９５年 CAP(Class Across the Pacific) 

l２０００年 理工・SFC間での遠隔授業実験  

l２００１年 海外との遠隔教育実験 

? タイ チュラロンコン大学 

? 韓国  延世大学 

? 中国  上海交通大学 

 

慶応大学としても、一応９５年に作りました、英

語の共同コースがあります。ＣＡＰ（Class Across 

the Pacific）ということで、海外の大学で英語の夏

期研修などをしていただいています。しかし、いき

なり行って向こうでやってもうまくいかないという

ことで、行く前に事前にネットワークを使い、学生

どうしの交流や向こうの先生との交流もして、それ

が終わったあとに、夏休みだけ向こうに行ってやる

ということをしています。 

 それから、遠隔教育も大いにやれということで、

文部科学省も 20 単位ぐらいまで認めましょうとい

うことになりました。しかし、恥ずかしいのですが、

実はあまりやっていないのが実状です。慶応の中で

も理工学部のキャンパスの中では大学院の遠隔教育

ということで、一応話題になりました。これも去年

ぐらいから始めたのが実状です。 

 海外の大学との連携というかたちでは、タイのチ

ュラロンコン大学と、経済産業省の予算をもらい、



  

数科目ですが、これからやろうとしています。この

夏休みには、韓国の延世大学、上海交通大学の方と

慶応の３か所で、いろいろやろうと相談しています。

まだ具体的になっておりませんが、３つの大学で、

そういう教育づくりまで発展できるものをしようと

しています。 

 上海交通大学には、私たちも訪ねていきましたが、

非常に具体的です。中国の場合にはたぶん事情もあ

るかと思いますが、人口が多いですから、例えば５％

進学率が上がっても、大量の大学生を採るわけです。

ことによると 400ぐらい大学が足りないということ

です。日本は今、大学を減らすのに苦労しています。

国立大学が約 100校、私立大学が500校ぐらいあり

ますが、その半分の 200校ぐらい、中国に輸出して

しまってもいいのではないかという気もします。少

し乱暴な話ですが（笑）。むしろああいうセンターを

造って、キャンパスがあふれないようにして対応し

ていくということで、非常に具体的なのです。我々

はこの辺では多少リードしていると思ったのですが、

今やインターネットは韓国が大変進んでおりますし、

中国なども実用的になっている。そういう意味では

日本は少し後れているので、恥ずかしいところです。 

 

競争原理の確立 
lリスクの導入 

l教師間の競争 

l学生間の競争 

l自己責任の確認 

l大学間の競争 

 

最初に戻りますが、では、大学は変われるかとい

うことになります。これもいろいろな立場があるか

と思いますが、小泉内閣が「改革、改革」と言って

も、なかなか実態がないので株はどんどん下がって

おります。その中で大学も当然、改革の波にさらさ

れるわけです。たぶん一番ないのが、競争原理の確

立であると思います。要するに、今の大学にはリス

クは何もない。各大学は先生の有期制度を入れよう

というので、10 年経ったら必ず見直すと。ただし、

これから採用する人から適用するということで、自

分たちは決してリスクは取りません。そういう意味

では、いったん大学の先生になると 40 年間保証さ

れているわけで、こんないい職業はないのです。 

 今、銀行などでもいつクビになるかわからないの

が日本の現状ですが、大学は決してクビにならない

ことになっております。そういう意味では、リスク

を導入しないかぎり駄目だということになります。

学生も、先程言いましたように、多少難しいと思わ

れている入試をいったん通ってしまえば、先生もあ

まり落第させると面倒なので、99％ぐらいは出して

いくことになる。そういう意味で、学生も教師もリ

スクを取っていない。したがって大学自体もリスク

を取らなくてもやっていけることになっています。 

 しかし、今やちょうど国立大学は独立行政法人化、

あるいは民営化ということで、改革の波にさらされ

ています。私立大学の方も、すでに定員の半分に満

たない大学が 30 校ぐらいある。あるいは定員に満

たない大学が 100校を超えているかたちです。Ｆラ

ンクと呼ばれ、Ｆというのはフリーということです

が、アプライすると必ず入れる。少しそういう情け

ない状況も出てきております。 

 そういう意味で、本当にリスクを取ってやってい

くことをしないと、本当の競争原理は出てこない。

教師間あるいは学生間の競争がメカニズムとしてな

いと、だめになるわけです。リスクを取れない人に

は自己責任はないわけで、日本の社会は、ややこう

いうところがあります。「俺に任せておけ。失敗する

かもしれないけれど、全部自分が責任を持ってやる」

ということで、アカウンタビリティもできるのだと

思います。しかし、そういうことが情けないことに

抜けていたのが今の日本の社会ではないか。これが

90 年代に破綻を来した原因なのではないかと思う

わけです。 

 

 

 

 

 



  

今や大競争時代に突入している 
l良い人材輩出を期待されている 

l遠隔教育の効果 

lいつでも、どこでも、何でも学習可能 

l客観的な評価―一番厳しい 

 

大学も、そういう意味の競争を続けなければなら

ないわけです。今や大競争時代と、いつも 10 年か

20年ごとにこう言っているのですが、なかなか大競

争にならないのが実状です。しかし、今度は本当に

なります。ここに大学の先生も何人かいらっしゃる

と思いますが、いずれにしてもよい人材の輩出を期

待されているのは明らかです。今、本当に自分で考

える人、新しいことにも挑戦する人、自分で責任を

取る人、リスクも積極的に取っていく人、そういう

人材の輩出を期待されているわけです。大学がそう

いうことをやらなければ、リスクを取れる人材が育

つわけがないのです。そういう意味で、大競争の時

代になるというわけです。 

 そのときに、遠隔教育に代表されるようなＩＴが、

そういうことを大いに支援できるのかということに

なります。先程言いましたように、評価の問題にし

ても、客観的評価が一番厳しいのですが、大学も文

部科学省が自己点検をやれということです。自分で

点検しろということですから、厳しい要求が出るわ

けはないのです。外部評価もやっておりますが、知

っている大学の先生に頼んでお手柔らかにというか

たちでやっていますので、なかなか厳しい評価が出

ないことになります。もし、ある教材が出てきて、

それが登録されて、この先生の教材は今までに３万

人、こちらの先生の教材は 300人といったら、どち

らがいいかはすぐわかります。そういうものが客観

的評価というかたちになってくると、これは一番厳

しいことになってきます。 

 そういうかたちで、本当の競争が先生どうしの中

にも出てくる。慶応も一人勝ちなんて言われました

が、日本の中で一人勝ちなどといっても、あまり意

味がないわけです。これが世界に出たときにどれだ

け入るかというと、東大がたしか 100位までの中で

八十何番ぐらいでなかったかと思いますが、慶応大

学は 100番の外に出ることになります。そういう意

味では、本当に厳しい評価にさらされる。 

 ちょうど西野さんがシンガポールの話をされたと

思いますが、シンガポールがＭＩＴから遠隔教育を

受けて、年間 20 億ぐらいを５年間払う。かなり投

資をするわけですが、シンガポールは、単に自分が

学問を教えられないからそうするのではなくて、シ

ンガポールはアジアの教育の核になるということで、

世界的な大学を呼び込んで、そこに遠隔教育やいい

先生と教育機関を作って、アジアに全部そういうも

のを出していこうということです。人口はたった

350 万くらいしかいないので、そうやって生き延び

ていくという大変すばらしい戦略でやっているわけ

です。日本は１億人の人口で、経済的な規模は世界

第２位で、とにかく競争しなくても食っていけると

ころもあるのです。けれども、そうやっているうち

に 90年代が来て、もう 21世紀になってしまったわ

けです。 

 そういう意味で、やはり教育の改革が今、求めら

れているのです。特に高等教育の改革が求められて

いるわけですが、それをＩＴはかなりサポートして

いくだろう。あるいはＩＴをうまく利用しながらそ

ういう方向に持っていくことが、今、本当に必要な

のではないかと思っております。どのように変わる

かは皆さんに考えていただこうと思いますが、今日

のスタンフォードをはじめ、いろいろなお話を聞い

ておりますと、その中の端々にアジア地区でもたく

さんされているということで、日本も遅ればせなが

ら負けないようなかたちでできればいいと思ってい

ます。 

 大雑把な話でしたが、以上で終わらせていただき

ます。どうもありがとうございました。 

 



  

 
パネラー：斎藤信男 臼井建彦 西野篤夫 楊接期 李來賛 ブラホ・コストブ 

フェルディナンド・マキト ヨサファット・スリスマンティオ 蒋恵玲 

司会進行：施 建明 

 

【嶋津】 それでは再開いたします。これから１時間、

パネルディスカッション形式で、９人の講師の方々

に、皆さんから出された質問に応えていただきます。

すべての質問にお応えいただく時間はないかと思い

ますが、できるかぎり多くの質疑応答をしたいと思

います。 

 それではコーディネーターを、ＳＧＲＡの研究員

で、「ＩＴと教育研究チーム」のチーフである施さん

にバトンタッチさせていただきます。施さんは数理

工学がご専門の博士で、現在、東京理科大学助手、

獨協大学講師等をしておられます。それでは施さん、

よろしくお願いいたします。 

 

【施】本日の講演、報告に対して、たくさんの質問

をいただいています。すべての質問にお応えするの

は時間的に不可能ですので、あらかじめご了解いた

だきたいと思います。 

 早速ですが、本日のテーマがＩＴと教育なので、

当然のことですが、学校関係の質問が多く寄せられ

ています。まず、学校は知識を与えるだけで 

はなくて、人間性を育てるということもありますが、

これはどうお考えでしょうか。 

 斎藤先生からまずお願いします。 

 

【斎藤】もちろん人間教育は大切ですが、知識教育

がもうＩＴを使っていくということです。いわゆる

パネルディスカッション（フロアとの質疑応答） 

 



  

face to face はある意味ではもちろん欠かせないわ

けで、知識を与えることを face to faceでやってい

き、その中で人間教育もやっていかなければいけな

い。ですから、もちろんこれが全然いらないわけで

はないわけで、一応 face to faceをある限られた形

でやっていくのが重要ではないか。大教室でやる代

りに、face to faceはカラオケボックスの中で、カラ

オケをしながらやるというのが日本人ではないか。

そのように、少し区分けをすればいいのではないか

と思います。もちろん、そういう意味では人間教育

は欠かすことはできません。 

 

【施】ただ今の件について、フロアから追加的な質

問はありますか。 

 それでは、インターネットを使って国際教育がで

きる。これを途上国が義務教育に使うことは可能で

しょうか。これについては臼井先生からお願いしま

す。 

 

【臼井】もちろん可能です。現実に、我々も海外の

企業とアライアンスを結んでいます。そういったア

ライアンスを通じてとか、政府のいろいろな後援も

あり、ｅ－ラーニングをこれからも進めていこうと

いう立場です。現在、東南アジアや中東などに、経

済産業省の後押しで、集合教育の教師をいろいろな

かたちで派遣していますが、ｅ－ラーニングをその

まま認めようとする段階までにはなっていないと思

います。ただしそれが今、計画中で、徐々に動き始

めたところであるという段階です。 

 

【施】 そのときの費用と効率はどうなのでしょうか。

ＮＥＣ自身が社内教育においてどのくらい費用を投

資しておられるのですか。投資費用と削減した費用

はどのくらいあるのかという質問がありました。 

 

【臼井】費用をどのように算定するかは非常に難し

い課題で、例えば人工数まで計算に入れるかどうか

という話です。具体的に先程の講演の事例でいえば、

１万２千人の教育を、集合教育で行った場合を仮定

しますと、例えば北海道地区を対象にして、札幌で

集合教育を受けるというシチュエーションを考えた

場合、帯広から、根室から、宗谷岬から集まって来

ます。そういったところから集まってくる人の移動

工数があり、それから、そのためにダミーの時間が

費やされる。そういったことを計算に入れると、と

んでもない金額になります。短絡的な話ですと、単

純に紙が減りますが、これは非常に大きいのです。

我々はこれをエコシステムだと言っていますが、１

万２千人に対して 50ページで、ざっと計算して 60

万枚になります。60 万枚の紙を費やさないことは、

非常に大きな効果だと思います。なぜかというと、

それにかかわるコピーで電気を食います。そういう

エコ計算をやり、ＣＯ2の排出ガスの量で算定してい

くと、とんでもない金額になる。 

 ですから、単純に考えるなら、紙代の削減、講師

派遣工数の削減などがあります。教材を作る手間は、

パワーポイントで教育をする場合と同じでほとんど

変わりません。これらを積算すれば、一つのコース

ではそんなに大幅には効果が現れておりませんが、

それをＮ回やることによって、微々たる効果をＮ倍

していくところに、具体的な金額は出せませんでし

たが、意義があると我々は考えています。 

 

【施】西野先生の講演の中に、大学が遠隔教育を提

供して、それらを受けた学生が学位を取得するとあ

りました。そのときに、社会的な認知をどう考える

のでしょうか。学生たちが得た学位に対して、どう

考えるのでしょうか。 

 

【西野】お話の中で正確に伝えられなかったのです

が、実はＭＩＴでは、今、遠隔教育だけを受けた学

生に対しては、学位を出していません。これはＭＩ

Ｔでは experienceと呼んでいますが、大学に来る経

験はすごく重要だとしています。先程、人間教育の

話がありましたが、大学生は、当初２年間は学校の

寮に入ります。その間に学生たちの間で芽生えてく

るいろいろな経験が非常に重要で、そういう経験を

積んだうえで卒業するというのがＭＩＴなのです。



  

一部、大学院の教育では遠隔教育を入れていますが、

遠隔教育だけではなく、実際に通い通算でおそらく

１か月ぐらいは大学で過ごすことになっています。

遠隔教育だけでは学位を出していません。必ずＭＩ

Ｔに来てもらって、そこで何らかの経験をする。そ

の結果、出す学位はフルタイムで来ている学生と全

く遜色ない学位を出すということでやっています。 

 そうなってくると、非常に限られた数の学生しか

ＭＩＴの教育は受けられないということになるので

すが、それには彼らは新しい考え方を持っていて、

会社の技術系のトップになる方はＭＩＴの学位が必

要だろう。しかし、そうではない方、特に中堅クラ

スの技術系マネージャー向けには、別の非常に有効

な教育がＭＩＴの中でなされていて、そういうもの

は積極的に表に出していくのですが、ただし学位は

出さない。ある程度 certification みたいなものは出

すけれども学位は出さないという基本ポリシーでや

ってきた。ですから、学位というのはＭＩＴの中で

は非常に価値があると彼らは考えていて、それを出

すことに対しては非常に慎重にやろうとしています。 

 

【施】斎藤先生、慶應義塾大学も同じことですか。 

 

【斎藤】 まだ遠隔教育を具体的に実施しているわ

けではないのですが、文部科学省などでは、確か私

の記憶違いでなければ、遠隔教育で学位を出しても

よかったのではないか。もちろん face to faceとか、

そういった補助的なものはあってもよいと思います

が、学位としては遠隔教育でもよいのではないかと

思います。 

 

【施】蒋さん、上海交通大学の場合はどうですか。 

 

【蒋】 上海交通大学の場合は、単科コースの方に

関しては特に学位はなくて、ただ授業だけで勉強す

るようになっています。学位を修得することを目的

とするコースではオンライン講義だけでなく、今ま

でどおりの集合教育という形の授業も含まれている。

学位に関しては、大学に通っている学生と同等レベ

ルの学位を取得することができる。 

 

【施】ＩＴを使うというのは、私なりに考えるとま

ずＩＴへの投資費用がないとそれが進まないですね。

その結果、格差が先進国と途上国の間でますますひ

どくなると思うのです。インドネシアのヨサファッ

トさん、その辺の格差はどう埋めるのか、どうお考

えですか。 

 

【ヨサファット】確かに先進国と発展途上国の間で

は差があると思います。これは経済的なことも関係

あると思いますが、例えば設備を用意する能力も国

によって違うと思います。それぞれが協力すればよ

いと思いますが、ただ協力することはお金も関係す

るので、いろいろ複雑な問題も出てくると思います。 

 例えば今までインドネシアでは、ＯＤＡはインド

ネシアの実力者たちに任せていました。その結果は

あまりいい結果が出ていないのです。やはりお金よ

りも、そういう技術を教えた方がよいと思います。

そうすれば、情報の設備とか情報の使い方がもっと

うまくなると思います。これによって、格差をもっ

と補填することができると思います。 

 

【施】 韓国は、国の政策としてＩＴを進めています。

李さんはこの分野の専門家ですが、政策的な提言で

はどう考えるのでしょうか。 

 

【李】先程の報告で説明したと思いますが、韓国で

は、国民には昔より普及しました。ただ直接お金を

出すという事ではなく、やはり制度的に、マニュア

ルをどのように引っ張っていくか。国としては、で

きるかぎりその条件を緩めて、それで優遇をして、

可能ならば制度的にそこにたくさんの技術を入れ、

その費用を支援していく、それによってまた新しい

成長が生まれていく形だと思います。 

 

【施】台湾も国としてそういう政策が採られている

のでしょうか。台湾はどういう状況でしょうか。 

 



  

【楊】あまり国がお金をだすという意図的なことで

なく、つまり産業との提携を進めていく。設備だけ

ではなくて、ハードだけではなくて、李さんも言わ

れたようにコンテンツをどう作るかについて、産業

の方と提携して、一緒に共同開発していく方向です。 

 

【施】斎藤先生は教育の場におられ、外国と提携し

ている中で、例えば中国などは通信速度がすごく遅

いという事態が生じていると思いますが、どういう

状況になっているのかお聞きしたいのですが。 

 

【斎藤】確かにそういうことはありますが、慶應大

学は、あまりお金がないのでとても困っています。

今度、延世大学、上海交通大学と一緒にやろうかと

いうことですが、国際的なＩＳＤＮはまだ使ってい

ないので、なかなか通信手段が合わないのです。そ

ういう意味で今回チュラロンコン大とやるのは、た

またま経済産業省からＩＴで、アジア地区のプロジ

ェクトのかたちで予算をもらえるようにしています。

実際、日本の中のインターネットも、それほどスム

ーズではない。アメリカで作っているインターネッ

ト２というインフラがありますが、それにたまたま

慶應大学が参加するので、それを介してやりますと、

割合簡単につながると思います。まだ日本の中でも

いらないものが多い。もう少し上手に、いらないネ

ットワークではなくて、本当に役立つネットワーク

を作りたいのですが、なかなかそこが日本の従来の

やり方ではまだまだ足りないところがたくさんある。 

 ご存じの方もたくさんおられると思いますが、ア

メリカのインターネット２というのは、ほとんど企

業のお金で造ったものです。そういう努力が必要な

のですが。 

 

【施】臼井先生、いかがでしょうか。 

 

【臼井】インターネット２については、浅学でわか

りません。ただ、確かに企業側の努力は、ある意味

では儲けるだけではなくて、当然、利益を還元して

いかなければいけない立場にいるという話だと思い

ます。NEC も BIGLOBE というプロバイダもやっ

ておりますが、これも非常にめちゃくちゃな低価格

戦争の中にあり、1000万人集めようなどという話を

しているのです。そういった意味で、もっともっと

この低価格戦争の中で価格を下げながら、利用しや

すい環境を設備すると同時に皆さん方のところへ広

げる努力はしている。そういう意味では一翼は、担

っているという自負はしているのです。 

 

【施】西野先生のご関係に Caddie システムがあり

ますが、そのシステムを少し値下げした価格で購入

というか、そういうことは可能でしょうか。 

 

【西野】ＭＩＴで開発した Caddie という教育シス

テムですが、日本のＣＭも取っていただいています。

今、大学に導入するケースとか、いろいろなことを

考え始めていまして、先生方など、個人でお使いに

なりたい方に対しては非常に安い価格、あるいは殆

ど無料で提供しているものもあります。大学として

取り組んでいただくときにはそれなりの予算は付く

のでしょうが、先生方が個人的な努力でいろいろな

教材などをお出しになりたい時には、企業としても

積極的にご支援するようなやり方をしなければいけ

ないのかなというところもあり、今議論を始めてい

ます。 

 

【施】次は、コストブさんへの質問が来ています。

「あなたの発表を聞いてＭＥ２１０／ＭＥ３１０の

授業はよく理解できましたが、企業の支援で行われ

るプロジェクトについてどう考えるでしょうか」と

いう質問ですが、どうお考えでしょうか。 

 

【コストブ】今日報告したエデュケーションは、今

はアカデミー研究レベルですが、例えばボーイング

という会社が新しい 777を造った。一つの国だけで

はなく世界で造った。ヒューマンリソースは一つの

国だけでないと思いますから、これからはグローバ

ルにいつでもどこでもコラボレーションした、協調

的なプロジェクトが行われると思います。今、都立



  

科学技術大学とスタンフォード大学でやっているの

は、どうやって、どんなメタル、どんなツールを使

うかの研究レベルですが、その成果はあとで現実的

に使われます。 

 

【施】そうですね。今まで発表したのは勉強に対す

るＩＴで、実際に活かすというのはあまりなかった

ですね。 

 

【コストブ】 そうですね。例えば今たくさんの会

社が計画をし、先生に研究のお金を出して、その結

果学生が卒業できます。これはアメリカ的だと思い

ますが、研究とビジネスと学校が全部一緒です。 

 

【施】はい、わかります。たぶんこのシステム開発

の中では、いろいろなＩＴを使うチャンスが増え、

当然ＩＴを使って開発していると思いますが、西野

先生、開発の点についてもう少し具体的に教えてい

ただけませんか。 

 

【西野】そうですね。Caddieというシステムは、Ｍ

ＩＴの中で非常に面白い開発をしました。というの

は、MIT はまずＩＴに関しては非常に進んだ大学で

はあったわけです。80年代の中ごろには、今のよう

にインターネットとパーソナルコンピュータで、連

関型といわれるコンピュータがあり、コンピュータ

の IT に関しては関係としては進んでいた。 

 次はやはり、ＩＴが教育をどう変えるかというと

ころをまず実地にやってみようということで、彼ら

は行なったのです。最初は研究から始めるわけです

が、実地にやってみて、その中から新しいブレーク

スルーを作る。そのブレークスルーを、自分たちで

作り出していかないといけないと。これは怒られる

かもしれないのですが、ＭＩＴの中には「ＭＩＴ中

華思想」というものがあり、「自分たちがやらないと、

世界で他にやる人がいない」という強い自意識があ

ります。ＩＴの技術を使って、まず先進的に自分た

ちがやってみないと、それが大きな世界の有用にな

らないという強い意識があり、まず教育の分野でや

ったのだと思います。 

 ＩＴを使ってまず教育自身を変えることを、積極

的に自分のところで実現する。それがまた先行する

ことでいろいろなビジネスができますし、またいろ

いろな資本投下が起こって、よりよいコンテンツが

できるようになる。そういうよいループ、プラスの

ループに引きずり込むような動きをしてきました。 

 これは先程、斎藤先生のお話に「リスクを取らな

い」というお話があったのですが、MITは逆に非常

にアメリカ的で、リスクを取ってもパイオニア精神

というか、アントレプレナーシップ（起業家精神）

に非常に長けています。先生方もこれには非常に長

けていて、ＩＴのプロジェクトをどんどんやって、

企業から研究費を持ってくるなどということを積極

的にやっていまして、そこら辺が、そういう動きを

勝ち取っているなという気がします。 

 

【施】ありがとうございました。 

 ＩＴを使って教育をするには、教材を作らなくて

はいけません。その教材を作るときには、より積極

的に、より自主的に学生が勉強できるようにするこ

とが非常に重要な課題になりますが、テンプル大学

につとめておられるマキト先生は、御自身で教材を

作っていらっしゃいまして、その辺はどうお考えで

しょうか。 

 

【マキト】教材を作るのはもちろん大事なことだと

思うのですが、しかし話がＩＴ教育になりますと、

さきほどもありましたように、それは自動的にテキ

ストになる。つまり来年また使うことになるのです

が、そこで先生は怠けてしまう。だから毎回毎回、

前の結果をベースに、さらに面白くすることが重要

になると思います。 

 

【施】ありがとうございます。 

 斎藤先生はどうお考えになりますか。教材作りの

コツというか。 

 

【斎藤】私はあまりちゃんとした教材を作らないの



  

ですが、本日報告の皆さんのものは、理解しやすい

ように写真とか絵がたくさんあり、パワーポイント

は本当に効果的だと思います。先程のスライドは大

変上手に作ってありよかったと思います。ただ、作

るとなると、90 分の教材を作るのに 10時間ぐらい

かかるということでなかなか大変です。しかし、我々

としても、例えば教材を作る素材づくりは大事だと

思います。ある科目に関しては、学部学生でも、先

生に張り付けてやっている。それから教材も、実際

にはすべての学部とか、学科で全員が全部デジタル

化した教材を作ることについては、まだ日本の大学

は遅れていると思うのです。我々も、来年あたりは

すべての講義の教材は全部デジタル化したい。そう

いうことを、ぜひやってみたいと思っています。 

 

【施】 教育現場では、私自身教材を作っていますが、

教材のアクセスはキャンパス内のみという制限が付

けられていまして、学生が自宅から自由にアクセス

ができないことになっているのです。その結果とし

て、学生は自宅で勉強をやりますので、学校でしか

アクセスできないとなると、当然、みんなダウンロ

ードして紙で印刷します。先程、臼井先生から紙の

節約が一つの目的になっている話がありましたが、

そういうジレンマがあります。 

 もう一つは、私自身が作った教材を、全世界にオ

ープンにして、みんながアクセスできるようにする

と、２つの問題があります。１つは著作権の問題で

す。自分は 20時間、30時間かけて作っているのに、

相手が 1分ぐらいでただでダウンロードして、使う

のもただです。その辺は、斎藤先生はどうお考えで

しょうか。 

 

【斎藤】当然、教材は自宅で学習するのが普通です

し、ブロードバンド・インターネットというか、ブ

ロードバンドの時代になっていくわけですから、今

までは大学のコンピュータセンターのサービスはキ

ャンパス、大学の中だけに限ったわけですけれども、

当然、これからは学生、先生、職員の人の自宅まで

サービスを含めていかなければならない時代になっ

ていくと思うのです。そういう意味で、セキュリテ

ィなどでいろいろな工夫をすれば、自宅から、自分

の大学、自分の科目が十分見られるようにすること

は可能ではないかと思います。 

 著作権のことは、確かに問題になるわけです。我々

が 90 年代になってからしばらく経って、ある先生

がホームページを持っていたら、学会に行って「先

生のを引用させていただきました」などという挨拶

を受けてびっくりしたことがあります。今の著作権

の方向は、コピーライトと書いてあるのですが、著

作権については、逆に他人の教材をどんどん利用す

る方法がある。その代わり、ある種の料金が徴収で

きるとか、そういう工夫も必要なわけです。 

 我々のところでは、今、マイクロペイメントとか

そういう方式も考えてはいるのですが、なかなかそ

れを普及させるまでにはいかないのが実状です。あ

るドキュメントのある部分を使ったら、それに関し

て例えば３円なり５円なり取る。そういう方法で、

他人の知恵を使うのは、決して悪いことではないの

です。自分に知恵がなかったら、他人の知恵を使っ

た方がよいのではないか。その辺で他人の知恵ばか

り取っても困るのですが、それでもいい教材ができ

て、いいものが学生に与えられれば、それはそれで

よいと思うのです。お互いに相互利用する。ただ、

そのときにちゃんとした対価なり、著作権を尊重で

きるような機構をぜひ作っていかないと、確かに丸

抱えで全て持って行かれてしまうということが起こ

ります。そこでなかなか公開できないという問題が

あり、デジタルビデオのような著作権の方法につい

ても、まだまだ研究が足りないなと思っています。 

 

【施】商業的にも著作権があると思いますが、西野

先生はどうお考えですか。例えばＭＩＴの場合はど

うなっているのですか。 

 

【西野】私は実は建設業に勤めているので、皆さん

が家から学校の教材にアクセスして学校に来なくな

ったら、学校の建物がいらなくなってしまうという

非常に困った立場になってしまうのです。しかし、



  

実はそういう時代はまちがいなく来そうな気がしま

す。今、先生も言われましたが、著作権の問題があ

り、ＭＩＴでもオープンコースウェアという教材を

出すという話は、花火だけは打ち上げたのですけれ

ども、先生方の意思統一が全くできていないのです。

それで、当面はシラバスだけ出そうかという話にな

って、どうも結局その辺に落ち着きそうな雰囲気で

す。著作権を適正に使ってもらって、対価を払う仕

組みが重要だと思います。ＭＩＴの中では、そこに

フォーカスして話が始まっているようです。 

 やり方として、パテントが適用されたときのやり

方を一つのモデルケースとして挙げて、教材につい

てもそれを適用しようとしていると聞いております。

パテントのケースだとどうなるかと言いますと、先

生方にＭＩＴの研究の中でパテントが出てくれば、

その使用権、使用料の３分の１は先生方に戻す。残

りの３分の１を大学がもらう、最後の３分の１は先

生の所属する学部に入れるというかたちで、今使用

料を配分するようですが、それを教材にも多分適用

するようです。よくよく話を聞いてみますと、結局

３分の２がＭＩＴに帰属してしまうので、先生方に

は３分の１しか入らないということになるのですが、

どうもその辺が落としどころではないかということ

です。 

 

【施】私自身も、パテントの教材を配布する場合、

インターネットに載せるとダウンロードの心配があ

ります。しかし、できればパスワードを作るのは避

けたいですね。それを自分が１からやるとなかなか

難しい問題があり、あとはセキュリティの問題です

が、臼井先生のＮＥＣで何か例があれば教えていた

だきたいのです。どう思われますか。 

 

【臼井】今の著作権の問題ですが、ガードシステム

はありますが、それをやるためにまたお金がかかる

という話になります。極端な話、どういうものをフ

リーで載せるか、どういうものを有償で取っていく

かは、いろいろ選択規準があると思うのです。例え

ば NEC では、動機づけの低い対象者と動機づけが

高い対象者は同じコンテンツでなくてもいいのでは

ないかという話を出しているのです。動機づけが高

い、つまりやる気がある人たちにとっては、例えば

動画や漫画、ＣＧなどマルチメディア系の情報は、

ひょっとしたらじゃまになる可能性がある。つまり

スピードを落とすだけであって、スピードを落とさ

ないように、例えば文字データだけでも十分である。

簡単な話、先程申しました１万 2000 人の管理者教

育は絶対やらなければいけない。人事制度が変わる

ので絶対受けなければいけないというモティベーシ

ョンがかかっています。 

 そういう意味で、文字データだけのパワーポイン

トを配ったのです。それでも 98％の終了率が出てい

ました。こういうレベルというのは、ひょっとした

ら独自のものですから、汎用性はないのではないか。

非常に低いレベル、つまりパワーポイントのレベル

でテキストなどが書いてあるものは、フリーソフト

でもいいのではないかという感じを受けております。

ただ、これは初心者ですと全く話は別で、初心者と

かモティベーションが低い人たちに対しては、通信

教育と同じで、ドロップ率が問題になってきます。

つまり先程言ったモティベーションが高い連中に与

えたコンテンツを与えますと、ドロップ率が４～５

割というのがあたりまえの時代になっています。そ

ういう意味では、モティベーションを上げるために、

魅力的なコンテンツを作る。そのコンテンツの上限

はほとんどないです。 

 NECですと、30分もののコンテンツを 100万円

で作るケースもあれば、1500万円もらったケースも

あります。このくらい、コンテンツのギャップは出

てくるのです。つまりどれだけ手間暇かけるかとい

う話なので際限がないのです。3000万円かかる可能

性だってあります。凝ったＣＧをその中に打ち込ん

で、いろいろなバリエーションを作って、画面を増

やす。そうすれば非常に高くなります。ただ、そう

いう工夫をしたものに対しては、フリーではまずい

という話になってきます。その際は、我々はガード

システムをかけます。 

 ただ、契約するときが非常に問題で、ｅ－ラーニ



  

ングの契約などはごまんとやっていて、１ＩＤに対

していくら、１コースいくらというのをもらうので

す。例えばＩＤの相乗りをやってしまう。つまり同

じＩＤで別の人が使えば、２人とか３人が勉強でき

るわけです。ここの仕掛けはどうガードするかなど

と考えていると、またお金がかかります。結果とし

てフリーになってしまっています。 

 だから、この辺をどうするか。電子コピーという

問題が先程から話題になっていますが、永遠の問題

になってきます。ただ、私としては、何かボーダー

が引けるだろう。ただであげるものは社会貢献とい

うことであげてもよいではないかと思っています。

NECのホームページを見てもらえば、メールマナー

などは完全に１コ

ース分載っていま

す。メールマナーの

勉強をしたければ

見ていただければ

いいと。これの著作

権は所有していま

すが、ただでご利用

くださいというこ

とにしています。 

 結論になるかど

うかわからないの

ですが、先程から言

われているように、確かにガードシステムは作れる

のですが、やたらめったとお金がかかりますし、鍵

をかけたら、別の鍵を外す方法が出てきます。ここ

は、いたちごっこになるだろうということが容易に

予測できます。ただ、それが全体の発展に何か結び

ついて、なあなあでやっていくという日本的なスタ

イルが、今のところのソリューションかなという感

じがします。 

 

【施】ありがとうございました。このほかの質問は

整理しきれていない部分もあります。ぜひフロアか

らの質問を受け付けたいと思います。 

 

【高】どうもありがとうございました。慶應義塾大

学の高と申します。私が聞きたいのは、私は中国か

ら来ましたが、通っていた大学ではインターネット

は触ったことがありませんでした。日本に来て初め

て、慶応大学にはパソコンなどの設備が揃っていて

使うようになりました。 

 私は法律を勉強しているので、インターネットを

使って、何か法学の研究について創造的な方法を掴

むことができないかと考えていました。けれども、

インターネットに触りだすと、逆にじゃまになるの

です。インターネットにはいろいろなゴミ的情報が

多く､またいろいろな人がいて、今のインターネット

のレベルは、あまり整理されていないため、自分の

研究活動の効果が下

がるような逆効果に

なっているように思

います。 

 また、教育とインタ

ーネットを繋ぐ場合

は、やはり接続するい

ろいろなコツという

かテクニックが必要

だと思います。これは

一つの社会システム

になって、いろいろな

学生たちがこのシス

テムをとりあえず前提として学んでからインターネ

ットに接続することが大事ではないかと思うのです。 

 

【施】つまりインターネットを使う前に、マナーや

ルールが必要だということですか？ 

 

【高】はい､インターネット道徳とか､いろいろな新

しいシステムが生まれつつあり､インターネットに

対応する法律とか社会システムが全体的に変わると

思います。この方面をまず研究して、システムを作

らなければならないと思いますが､この案について、

先生方のご意見を伺いたいと思います。 

 

 



  

【施】これは、先端的である藤沢キャンパスの斎藤

先生からお聞きしましょう。 

 

【斎藤】インターネットが創造性を潰すかどうかと

いう質問だと思うのです。もちろん、潰すところは

あるのではないかと思いますが、私は創造性を助長

してくれるのではないかという期待を持ってやって

います。インターネットには検索エンジンも付いて

いますし、何か少しレポートを引き出そうと思った

ら誰でも結果が出せるのです。それを適当に繋ぐと

レポートになってしまうという使い方もできないわ

けではありません。けれども、あくまでもウェブが

出てきたのが、アプリケーションとインターネット

の爆発的なところだったわけです。ウェブに出てい

る今の状況は、あくまでもデータの共有ということ

で知識を共有するわけではないのです。私が臼井さ

んの知識を共有できれば大変ありがたいのですが、

こんなに側にいるのですけれども、この方が何を考

えているのかわかりません。ということは、まだま

だ知識の共有まではいっていないわけです。 

 創造性というのは、やはり考えることが重要で、

知識でも、データを集めただけでは創造は生まれて

こないのです。そこのところをよく踏まえて、考え

たあとで、あるいは考えながらインターネットを使

ってもらうことがいいのではないかと思います。た

だ、将来もしかしたら知識の共有ができるようなネ

ットワークができるかもしれない。そうすると、西

野さんの頭の中と私の頭の中が共有できる。「いつ

のまにか私の方もわかった」などということもでき

るかもしれない。そういう方向にもいくとは思いま

す。 

 しかし、今のインターネットは、万能のように見

えますが、これはただの情報であり、データといっ

たら語弊がありますが、キーワードで引けるものし

か出てこない。こういう概念について知りたいなと

いうことについてはいちいち検索はできないわけで

すから、そこのところをよく考えていただければよ

いのではないかと思います。 

 もう１つ、法律を勉強されているということです

が、これからの新しいネットワーク社会における、

いろいろな法律や社会の問題は、まさにやっていた

だきたいところです。ハーバード大学などでは、イ

ンターネット・ソサエティに関する研究所ができた

ということです。あるいはオックスフォード大学で

も、インターネットに関する研究所ができた。これ

は単に技術的なことではなくて、ルールや倫理の問

題、社会の仕組み全体についての研究所であると聞

いています。慶応大学でも作ろうと思っているので

すが、なかなかそれができない。ぜひ法学部の中に

考えてみてください。しかし､本当にネットワーク時

代の法律はどうあればいいかなどはなかなかわから

ない。著作権はもうなくてもいいなどという時代が

来るかもしれないわけです。そういうことも含めて、

創造的にやっていただけたらと思います。 

 

【施】企業では、新入社員の研修で厳しくＩＴのマ

ナーなどをいろいろ教えると思いますが、臼井先生、

いかでしょうか。 

 

【臼井】 まず、やはりこの辺のところは初級教育

からやってほしいなという気がしています。情報の

重要性、情報の価値、情報におけるセキュリティの

問題で、日本人の中では非常に性善説が好まれてお

ります。この時代に来てもまだ、例えばプライバシ

ー情報を右から左に流すというのはごく当たり前に

ある話です。警察内部も何かおかしいのではないか

とか、いろいろ取りざたされるところはあるのです。

今、森前総理の遺産で、ＩＴ教育を自治体などでや

っています。何を教えているかというと、ワードや

エクセルの使い方です。使い方は確かに必要なので

すが、やはりそれ以前の教育もあるのではないか。

私もボランティアで動いていますので、そういう意

味で責任者に言ったことはあるのです。「いや、君、

それではお客さんが集まらないよ」と。｢そんな精神

ではどうしようもないだろう」という話で、いろい

ろ日々こちらも努力しているのですが、やはりつま

らないのです。 

 「情報は重要である。非常に大切なものだ。知的



  

財産権だ」などと言っているわりには、学校などで

はソフトのコピーはあたりまえにやっている。同じ

ソフトをＮ人が使っているなどという構図が出てい

まして、非常に文句を言いたいところです。やはり

そういうリテラシー教育の中に、マナーめいたもの、

倫理めいたものを入れていくというのは、もう小学

校、中学校にそろそろインターネット教育が行きわ

たる段階で、どうしても不可欠なものだろうと思っ

ております。 

 ご質問へ戻りますが、新入社員教育にどう扱って

いるのかという話です。新入社員教育の中では、企

業行動指針とか、先程のＰマークなどは、ジップレ

ックがやっているので、「Ｐマークを取得するには」

とか。それから知的財産権の重要性は徹底して教え

ており、これ自体をｅ－ラーニングでやっておりま

す。ｅ－ラーニングで、みんな試験に合格しないう

ちは家に帰さないというかたちで、８時まで残って

やっている人もいます。そういった意味でも徹底と

いうのは、新入社員の時に、鉄は熱いうちに打てと

いうことですが、もう少しエリメンタリーの段階で

やっていただけると、こんな教育も省けるのかなと

いう気がします。 

 

【施】100％、ｅ－ラーニングでやっているのです

か。 

 

【臼井】新入社員教育はｅ－ラーニングが４割ぐら

いで、あとは集合教育の形でやっています。どうし

ても新入社員は集まっていますから、集合教育の方

が何かと便利なところもあります。ただ、ｅ－ラー

ニングも適所適材で使えば非常に大きな武器になり

ます。 

 参考までにＩＴによる教育方法の一例をご紹介し

ますが、教室内に 50人、50台のパソコンが動いて

いるが、みんな勉強しているものが違うというスタ

イルも考えられるわけです。同じ教室の中で違った

科目を勉強する。それに対して、応える先生が３～

４人でサポートをかける。こういうスタイルも一つ

のやり方だという話です。新入社員教育ではこのス

タイルで、自分の進度で勉強しろと言える。例えば

Ｃをやっている人もいれば、Ｃを全く知らない人も

いる。それに対してＣの教育をやるというと時間差

が非常に出てきますから、そういう意味でのギャッ

プコントロールにも使っているということです。 

 

【施】ありがとうございました。 

 最低のマナーとかルールとかいう面で、台湾でバ

ーチャルな教育ということですが、法律や制度があ

るのですか。 

 

【楊】実はそういう法制を検討していますが、今の

ところは計画の段階です。EduCities は今のところ

は一般のいろいろなものを無料で使っています。50

メガぐらいの容量の中で、自由にコンテンツを作る。

そのコンテンツを利用して入れています。それを知

的遺産としていますが、政府がやるとなかなかそれ

ができない。そのためには、市民からのボランティ

アでやっていくことを考えています。 

 

【施】ありがとうございます。前に座っておられる

中にはＳＧＲＡの関係者が多いですが、最後にゲス

ト講師の 3人の先生から一言ずつよろしくお願いし

ます。まず斎藤先生からよろしくお願いします。 

 

【斎藤】大変すばらしい議論ができてありがとうご

ざいます。インターネットができたのは 1970 年で

すが、ウェブができたのは 90 年、アメリカでも人

口の５割を超えたのが 95 年ぐらいです。そういう

意味で、非常に短い経験しかないわけで、これから

どういう可能性があるかは、まだまだ我々は知って

いるわけではない。創造性を、もしかしたら破壊す

るかもしれない。しかし、いずれにしても我々はも

う少しＩＴを信じて前に進むべきだと思います。 

 

【臼井】今日はどうもありがとうございました。私

もいろいろな側面で皆さんのお話が聞けて、非常に

ハッピーでした。最初に述べましたように、次回は

ｅ－ラーニングで、こういった場を作りたいと思い



  

ます。 

 

【西野】非常にいろいろな国の皆さんがおられて、

しかも斎藤先生が言われたように、日本語で議論が

できるというたぐいまれなる会でした。ｅ－ラーニ

ングやＩＴは国境を越えますので、こういう活動が

ますます重要になってくると思います。 

 

【施】どうもありがとうございました。時間の都合

で、このセッションはクローズとさせていただきた

いと思います。たくさんの質問をいただきましたが、

我々側としては、ウェブページのサイトから応答と

いうかたちでさせていただきたいと思います。それ

では、私の役割はここで終わらせていただきたいと

思います。 

 

【嶋津】それでは、これで第４回の研究会（シンポ

ジウム）を終わりにさせていただきます。どうもあ

りがとうございました。 

 今日一日、盛りだくさんで大変だったかと思いま

すが、今３人の方が締めくくって下さいましたよう

に、ＩＴと教育について各国の事情も含めて、いろ

いろ理解が深まったように思いますし、いろいろ考

えることができたのではないかと思います。 

 最後に、斎藤先生からお話がありましたように、

このＩＴの世界は、まだ歴史も本当に短い間にこれ

だけの広がりになっているということですが、この

すごいスピードで１年後にはどのように変化してい

るのか非常に興味深いことです。そういう意味では、

１年後位に、またこういう機会を作っていきたいと

思います。その時はまたよろしくお願い致します。

講師の方々に、皆さんの拍手をいただいて、謝意を

表したいと思います。（拍手）。 

  

 



 

講師略歴 

 

 

■ 斎藤信男（さいとう・のぶお）慶應義塾常任理事 
 
１９６６年東京大学大学院工学系研究科修士課程修了。筑波大学助教授を経て、１９８７年慶應義

塾大学理工学部数理科学科教授、１９９０年環境情報学部教授、１９９５年環境情報学部学部長。
専門分野は計算機科学（特にオペレーティングシステム）、マルチメディア工学、並列/分散処理、
プログラム理論、文書処理、ソフトウェア工学、ソフトウェア開発環境、デジタルメディア論など。

工学博士。 
 
■ 臼井建彦（うすい・たけひこ）ＮＥＣ ｅラーニング事業部 

 
１９６９年の入社以来一貫して、IT分野を中心とした企業内教育事業に取り組む。現在、ＮＥＣの
Eラーニング事業を推進、統括する一方、第一線の講師としても活躍中。社内の要員育成経験をベ
ースにした人材育成コンサルタントから、情報技術、情報リテラシ、ビジネスリテラシまでの幅広

い教育メニューをこなし、あらゆる業種の企業・団体での役員向けセミナーから新入社員教育まで
を担当している。 

 
■ 西野篤夫（にしの・あつお）鹿島建設ＩＴソリューション部  

 
１９８１年慶應義塾大学工学部数理工学科卒業、鹿島建設入社。１９８９年マサチューセッツ工科

大学修士（MS）。現在学校や教育機関向けの情報/通信/教育支援システムの設計・構築に従事。ま

た、マサチューセッツ工科大学から生まれたベンチャー企業Korgi社の教育支援システムCaddieに
ついて日本国内での販売を手がけている。 

 

■ 李 來賛（イー・ネエチャン）韓国情報通信研究院研究員  
 
韓国出身。１９６２年アメリカ生まれ、ソウル育ち。８４年高麗大学経済学部卒業。８７年慶応義
塾大学管理工学研究科修士。兵役服務の後復学し、９７年博士。博士論文「A Game-theoretic 
Approach to Divestiture Problem in Public Utility Industries」８８年慶応義塾大学よりマンデル
奨学賞。１９９６年度渥美奨学生。現在 情報通信研究院(Korea Information Society Development 
Institute)研究員。主に情報通信サービスの料金、相互接続、合併、品質評価、次世代移動通信に関
する政策及び規制を研究。韓国情報通信部の政策研究会及び全但班の委員、韓国通信委員会(Korean 
Communications Commission)の会計専門委員、経済協力開発機構(OECD)、国際通信聯盟(ITU)
などの韓国政府代表。 
主要論文に『貿易協商による韓国の情報通信サービス市場の規制改革』(2000年、NBER、シカゴ
大学出版社 近刊、 www.nber.org)など。 

 

■ 楊 接期（ヤン・ジーチー）台湾国立中央大学Assistant Professor、在外SGRA研究員 
 
台湾出身。1988年台湾国立花蓮師範学院数学科卒業後、小学校教員を経て1993年台湾国立中央大学
物理学科卒業。1994年文部省の奨学金を得て来日、1997年東京工業大学工学修士、2000年同大学
博士（教育工学）取得。台湾のバーチャル教育都市である“Educities”(www.educities.edu.tw) の
executive directorを経て、現在、台湾国立中央大学Assistant Professor (Department of Computer 
Science and Information Engineering)。主にLearning Technologyに関する研究に従事している。 



 

 

■ Vlaho Kostov (ブラホ・コストブ)  SGRA研究員 
 
マケドニア出身。１９９５年にスコピエ大学電子工学部を卒業。スイスのアスコム・ドイツテレコ

ム・国連で働き、１９９７年に文部省の奨学金を得て来日した。１９９８年に東京都立科学技術大

学・生産情報システム工学科では博士課程入学。１９９９年にトヨタ自動車・スタンフォード大学・
東京都立大学の協調機械設計に協力。プロジェクトはリンカーン財団デザイン賞を取得。２００１

年から東京都立大学大学院でグローバル・コミュニケーション非常勤講師。 
専門分野は感情工学・コンピュータ人間インターアクション・ネットワーク協調。 

 

■ Ferdinand C. Maquito（フェルディナンド・マキト） SGRA研究員 
 
フィリピン出身。 1982 年フィリピン大学機械工学部卒業。 Center for Research and 
Communication（現在 University of Asia and the Pacific）産業経済学修士。1996年東京大学経
済学博士。現在テンプル大学ジャパン大学院講師 
主な論文に ”Aid Quality in Stringency: Japan’s Self-Help Effort Philosophy” Journal of 
International Japan Studiesなど。 

 
■ Josaphat Tetuko Sri Sumantyo （ヨサフアット テトオコ・スリ スマンテイヨ） SGRA研究員 

 
インドネシア出身。1995年金沢大学工学部電気・情報工学科卒業 1997年同工学研究科電気・情報
工学修士。その後インドネシア科学技術庁技術応用評価庁（研究員）インドネシア国軍陸軍教育・

訓練院 （研究員）バンドン工科大学工学部電気工学科（非常勤講師・研究員）勤務。2000年千葉
大学環境リモートセンシング研究センター（リサーチアシスタント）宇宙開発事業団 （2nd 
Research Invitation JERS-1 SAR Investigator）現在  千葉大学大学院自然科学研究科人工シス
テム科学専攻（博士課程） 
研究分野：リモートセンシング技術による熱帯森林のモニタリング（合成開口レーダ、地下探査レ

ーダ、マイクロ波導波管のモード変換機の設計と開発、電磁波散乱問題の数値解析など） 
 
■ 蒋 恵玲（しょう・けいれい） SGRA研究員 

 
中国出身。1997年横浜国立大学工学部電子情報工学科卒業、1999年同大学工学研究科電子情報工学
専攻修士。現在同大学工学研究科電子情報工学専攻博士後期課程在学中。 
研究分野： 電磁界解析手法のFDTD法の高効率化と小型アンテナに関する研究、レイトレーシンン
グによる電波伝搬特性の解析。 

 
■ 施 建明（し・けんめい） SGRA研究員、ＩＴと教育研究チーム・チーフ 

 
中国出身。1989年来日。経営科学修士。1998年筑波大学博士（数理工学）。現在東京理科大学助手、
獨協大学・情報処理非常勤講師。 
研究分野：計算幾何学、アルゴリズム工学、金融工学など。 
 

 



第 4回研究会「ＩＴ教育革命：ＩＴは教育をどう変えるか」 

参加者フィードバックアンケート結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)どのテーマに興味をもたれましたか

23%

12%

14%0%9%
2%

14%

2%

5%

19%
ＩＴは教育を変えられるか

e-ラーニングの現状

マサチューセッツ工科大学のＩＴ教育戦略

情報化と政策

台湾のバーチャル教育都市: Educities

スタンフォード大学とのネットワーク協調機械設計授業の紹介

オンライン授業の試み：「デジタル・ディバイド反対」宣言

バンドン工科大学へのオンライン講義

成人教育の新しい形：上海交通大学遠程教育中心の試み

全体と特定なし

Ⅰ．本日のプログラムについて 

（３）休日(祭日)の開催について

43%

48%

9% 0% ①よかった

②特にこだわらない

③よくない

無回答

自由意見 

①普段は時間が作りにくいので、休日開催したほうがよい。

②乗り物、歩行に有利。 

（４）発表に平易さ

6%

82%

3% 9%
①もっと学際的に
②この程度でよい
③もっとやさしく
無回答

自由意見 

①学術的に偏りすぎると発表会になるので面白くない。 

②内容をちょっと減らしてもらえばと思います。 

③発表者が外人の場合もあり止むを得ない。 

（１）プログラム全般

73%

21%
3% 3%

①よかった

②普通

③よくない
無回答

自由意見 
①中身が詰め込みすぎ、半分でよい。 １回の研究会に２種類ぐらい
の主題に集中したほうがよい。講師が多すぎる。 
②英語しか分からない人に、同時通訳とは行かないまでもテロップ
などあると参加者が広がると思う。 

③緊急テーマとして、歴史教科書を取り上げるべきだったのでは。 



 

 

 

 

 

 

 

 

                    

（５）意見交換

23%

46%
0%

31% ①もっと多く

②この程度でよい

③もっと少なく

無回答

自由意見 

①もっと自由に意見交換ができる時間と場所が欲しい 

Ⅱ．研究会の活動・運営について  

(1)SGRAの活動をどう評価されますか

59%

41%

0%

0%
①大いに意味がある

②可能性は期待できる

③貢献は疑問

無回答

自由意見 

①あまり気張らずに継続維持することが肝要。 

 

（２）SGRAの活動全般について

46%

18%

21%

15%
①現状で十分

②もっと活発に

③もっと異なる活動も加える

無回答

自由意見 
①とてもいい活動だと思う、もっと知られるようになると意義が
あると思う。 
②もっと活発に活動してＳＧＲＡ研究会の知名度と活動範囲を
広げたほうがよい。 
③提言、ボランティア的活動の模索 ・社会への発信。 

（３）研究会の開催回数について

88%

6%

0%
6%

①現状の年4回でよい

②もっと多く

③もっと少なく

無回答

自由意見 
①研究テーマを会員のアンケートで集める。 
②年３回でもよい。 
③休日と祭日を利用して年に１０回程度、平均月１回でよいと思
う。 

（４）研究会の会場について

76%

21%

0%

3%

①東京国際フォーラムでよい

②どこでもよい

③他の場所がよい

無回答

自由意見 

①とても参加するのに便利なロケーションである。 
②東京国際フォーラムでもいいですが、別にこだわる必要はな

い。 



 

（５）研究会への関心度について

43%

46%

11% 0% ①関心大、今後も参加する

②テーマにより参加する

③時間あれば参加する

無回答

自由意見 
①企業と海外の大学の例から多くを学べた。日本の大学
(特に国立)は遅れていると痛感した。 
②いろんな素晴らしい人の講演を楽しむことができるので

関心が高い。 

（６）今後の研究会案内について

50%

6%

44% ①希望する(既会員含む)

②希望しない

既会員のため無回答

自由意見 

①メールでプログラムの詳細を(発表順と時間)をしらせて
ほしかった。 

 



 

2001.7.20 SGRA ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ･ｱﾝｹｰﾄ 

 

第４回研究会（シンポジウム） 
「ＩＴ教育革命：ＩＴは教育をどう変えるか」に参加して 

 
ＳＧＲＡでは、会員とともに創り上げていく研究会として、皆様のご意見をぜひお聞きしたいと思います。ご協力をよろ

しくお願いします。   ＊各項目ごと選択は該当項目を○で囲み、記述はアンダーラインにお願いします。 

 

Ⅰ．本日のプログラムについて 

(1)プログラム全般        ①よかった  ②普通  ③よくない 

   ③の理由：                                    

(2)どのテーマに興味をもたれましたか｡ 

                                              

(3)休日(祭日)の開催について  ①よかった   ②特にこだわらない   ③よくない 

   自由意見：                                    

(4)発表の平易さ         ①もっと学際的に   ②この程度でよい   ③もっとやさしく 

   自由意見：                                    

(5)意見交換           ①もっと多く  ②この程度でよい   ③もっと少なく  

   自由意見：                                      

 

Ⅱ．研究会の活動・運営に関することについて 

SGRA はまもなく設立 1 年を迎えます。SGRA は｢多様性のなかの調和｣を理念に､グローバル化社会への対

応を考え､｢よき地球市民の実現｣に寄与することを研究・活動の基本的目的にしております。そして東京国際

フォーラムを定常会場として年 4回の研究会を実施し、SGRAレポートを発信しています。 

ついては下記についてお伺いします。 

(1)SGRAの活動をどう評価されますか ①大いに意味がある ②可能性は期待できる ③貢献は疑問 

   自由意見：                                        

(2)SGRAの活動全般について ①現状で十分  ②もっと活発に  ③もっと異なる活動も加える 

 自由意見（改善点など）：                                  

(3)研究会開催回数について  ①現状の年 4回でよい   ②もっと多く   ③もっと少なく 

 自由意見(希望の回数・日時)：                                  

(4)研究会の会場について   ①東京国際フォーラムでよい  ②どこでもよい   ③他の場所がよい 

 自由意見(希望の場所)：                                    

(5)研究会への関心度  ①関心大、今後も参加する ②テーマにより参加する ③時間あれば参加する  

   自由意見：                                        

(6) 今後の研究会の案内について (入会会員には全員案内をしております。) 

 ①希望する（案内先Ｍailか Fax又は住所/氏名を下記に記入ください）  ②希望しない 

                                               

 

ありがとうございました 
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